
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 



 

 



 

  

  

 

 

 

 本市を含む地域は、その昔豊後の国と呼ばれ、大和 

朝廷の国土統一後はその勢力下に入り、豊後の国の国 

府が、南大分の古国府に置かれ、中央との海路往来も 

行われ、約 450年間にわたり政庁所在地として発展し 

てきました。 

 鎌倉時代に入ってからは、大友氏が豊後の守護職と 

して任ぜられ 16世紀末に滅亡するまで約 400年間に 

わたり、ここを拠点として九州一円に覇をとなえまし 

た。 

 とりわけ、第 21代宗麟公の時代には南蛮貿易を盛ん 

に行い泰西文化の花が咲き、九州の文化の中心になる 

など隆盛をきわめました。 

 江戸時代に入ると、幕府の小藩分立政策により府内 

・臼杵・肥後・延岡・岡などの諸藩や天領に分割統治 

され明治維新を迎えるまで小藩の時代が続きました。 

 明治 4年の廃藩置県により大分県の県都として再び 

行政の中心地となり、明治 44年 4月に市制が施行され 

ました。同年、鉄道が開通し、大正に入ると大分港が 

開港されるなど新しい時代を歩み始めました。 

 第 2次世界大戦中、本市の中心部は焦土と化しましたが、戦後は戦災復興モデル都市に指定さ

れるなど、近代都市としてめざましい躍進を遂げました。 

 昭和 38年 3月に、新産業都市をめざして 6市町村が合併し、人口 22万人の大分市が発足し、

翌 39年 1月には新産業都市の指定を受け、鉄と石油を基幹とする大分臨海工業地帯建設を軸に、

新産業都市建設は着実に進み商工業都市として大きく発展しました。 

 平成 9年には中核市の指定を受け、地方分権時代の先導的役割を担うなか、豊かな自然や、集

積された都市機能を生かした個性的なまちづくり、また、県都としての役割にも配慮したまちづ

くりを進めています。 

近年では、平成 17年 1月 1日に佐賀関町・野津原町との合併や社会経済環境の変化、人口減少

時代の到来などで、これまでの都市計画の方向性を大きく転換することが求められています。 

また、平成 23年 4月 1日に「旧大分市市政施行 100周年」を迎え、今後は、市民協働によるま

ちづくりを推進し、21世紀の県都にふさわしい都市整備を行い、ゆとりと豊かさが実感できる都

市、大分市の実現を目指します。 

 

 

◇大友宗麟公◇ 
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 本市は、九州の東端、東九州軸の北部、瀬戸内海の西端に位置し、大分県のほぼ中心に位置し

ています。西は瀬戸内海国立公園に指定されている高崎山、南西は豊後大野市との境にある鎧ヶ

岳、南は霊山、九六位山などが取り巻き、東には豊予海峡に面した佐賀関地区のリアス式海岸が

あります。また、中央部は猪野台地を中心とする台地が東西に連なっています。これをぬって大

分川・七瀬川、大野川が南北に貫流し、大分平野を形成し別府湾に注いでいます。 

■位置

方位 地 名 東 経 方位 地 名 北 緯 地 名 経 緯 度

極東 高島 131°57′46″ 極南 大字高原字高沢山 33°04′11″ 東経131°36′35″

極西 大字今市字尾崎 131°25′07″ 極北 牛島 33°17′24″ 北緯 33°14′22″

資料：総務課

大　分　市　の　位　置 市 庁 の 位 置

荷揚町2番31号

■面積及び広ぼう

方　位 地　名 距　離 方　位 地　名 距　離

東 高島 南 大字高原字高沢山

西 大字今市字尾崎 北 牛島

資料：総務課

面　積
広　　　　　　　　ぼ　　　　　　　　う

502.39k㎡ 50.8km 24.4km
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 明治 44年 4月 1日、市制施行当時の市域面積は 2,017haと非常に小規模でしたが、昭和 14年

から 18年にかけ大分川河口対岸の東大分村、日岡村、滝尾村、八幡村と合併し、市域も拡大され

て以来、一部境界の変更等が行われながら大分鶴崎臨海工業地帯造成計画が実施されるにあたり、

昭和 38年 3月に隣接の 6市町村（大分市、鶴崎市、大南町、大分町、大在村、坂ノ市町）が合併

しました。 

 その後、臨海工業地帯の埋立地 1号地、2号地、5号地、3・4号地、7号地及び 6号地 A・B地

区が引き続き完成したのに伴い、公有水面埋め立てによる面積増や、平成に入ってからは田ノ浦

公園の整備や、高崎山海岸線のうみたまごの建設、別大国道等の建設による埋立てでの面積増が

ありました。 

 さらに、平成 17年 1月 1日には、隣接町である佐賀関町、野津原町との合併により現在では、

行政面積は 50,239haとなっています。 

■市域変遷表

明治 44 年 4 月 1 日 市制施行

昭和 14 年 8 月 15 日 八幡村、滝尾村、東大分村を編入

〃 18 年 11 月 11 日 日岡村を編入

〃 30 年 1 月 1 日 賀来村の一部、東稙田村の一部を編入

〃 30 年 7 月 1 日 鶴崎市・挾間町の一部を編入

〃 38 年 3 月 10 日 大分市、鶴崎市、大南町、大分町、大在村、坂ノ市町が合併し大分市発足

〃 43 年 10 月 1 日 １．２．５号地外の埋立てによる増

〃 45 年 11 月 6 日 ３号地外の埋立てによる増

〃 48 年 11 月 27 日 ４号地外の埋立てによる増

〃 52 年 5 月 4 日 ７号地第２工区外の埋立てによる増

〃 54 年 3 月 1 日 医大周辺、挾間町との境界変更等による減

〃 55 年 1 月 29 日 ７号地第１工区の埋立てによる増

〃 56 年 1 月 20 日 臨海産業道路及び７号地の一部埋立てによる増

〃 57 年 4 月 27 日 大在公共ふ頭第１工区埋立てによる増

〃 57 年 8 月 31 日 ６号地第２工区埋立てによる増

〃 58 年 8 月 2 日 ６号地第１工区及び、大野川河口部埋立てによる増

〃 61 年 8 月 26 日 大在公共ふ頭第２工区及び、７号地第３工区埋立てによる増

〃 62 年 11 月 4 日 住吉地区公共ふ頭埋立てによる増

平成 2 年 8 月 2 日 ６号地C工区埋立てによる増

〃 5 年 9 月 28 日 ６号地３工区B外の埋立てによる増

〃 8 年 12 月 20 日 大在公共ふ頭１工区、２工区B、３工区、３工区B埋立てによる増

〃 9 年 2 月 25 日 新日鐵構内埋立てによる増

〃 13 年 5 月 1 日 田ノ浦地区埋立てによる増

〃 14 年 4 月 19 日 うみたまご建設による増

〃 17 年 1 日 1 日 佐賀関町・野津原町との合併

〃 17 年 5 月 2 日 別大国道拡幅工事による増

〃 20 年 4 月 1 日 佐賀関地区埋立てによる増

〃 20 年 9 月 19 日 佐賀関地区埋立てによる増

※（上記は変遷の主なものを掲載しています。 ）

経　　　　　　　　　過年　　月　　日
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≪ 人口の推移 ≫ 

 本市の総人口は、令和 5年 10月 1日時点の人口は 472,606人（大分県の人口推計（年報））と

なっています。 

新産業都市建設の本格化した昭和 40年以降、急速な人口増加をたどり、その後、日本経済が安

定成長となったことから新産業都市建設も安定期に入り、昭和 50年以降も増加を続けながらも、

その数は漸減傾向にありました。 

近年では、平成 12年国勢調査によると 436,470人でありましたが、平成 17年 1月の佐賀関町・

野津原町との合併したこともあり、462,317人（平成 17年国勢調査）へ増加しました。しかしな

がら、平成 27年 478,146人（平成 27年国勢調査）から令和 2年 475,614人（令和 2年国勢調査）

へ減少し、初めて前回の国勢調査の結果を下回りました。 
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■世帯と人口密度の推移

昭和10年 26,658 144,644 70,803 73,841 418 5.4 第 4 回 国 勢 調 査

昭和15年 27,675 146,425 71,021 75,404 424 5.3 第 5 回 国 勢 調 査

昭和22年 ・・・ 177,384 86,609 90,775 513 ・・・ 第 6 回 国 勢 調 査

昭和25年 36,202 186,134 90,580 95,554 538 5.1 第 7 回 国 勢 調 査

昭和30年 39,783 200,204 97,779 102,425 579 5.0 第 8 回 国 勢 調 査

昭和35年 46,221 207,151 99,535 107,616 599 4.5 第 9 回 国 勢 調 査

昭和40年 55,896 226,417 108,180 118,237 655 4.1 第10回国勢調査

昭和45年 71,131 260,584 125,145 135,439 736 3.7 第11回国勢調査

昭和50年 94,725 320,237 156,548 163,689 903 3.4 第12回国勢調査

昭和55年 117,173 360,478 175,971 184,507 1,010 3.1 第13回国勢調査

昭和60年 129,105 390,096 189,987 200,109 1,087 3.0 第14回国勢調査

平 成 2 年 142,170 408,501 198,774 209,727 1,135 2.9 第15回国勢調査

平 成 7 年 158,310 426,979 207,662 219,317 1,184 2.7 第16回国勢調査

平成12年 168,098 436,470 210,986 225,484 1,210 2.6 第17回国勢調査

平成17年 183,458 462,317 221,539 240,778 922 2.5 第18回国勢調査

平成22年 195,623 474,094 227,608 246,486 946 2.4 第19回国勢調査

平成27年 203,515 478,146 229,844 248,302 952 2.3 第20回国勢調査

令 和 2 年 209,539 475,614 228,421 247,193 947 2.3 第21回国勢調査

資料：総務課（国勢調査)

1世帯当り
平均人員

備　考年　別 世帯数
人　　　　口 人口密度

(1k㎡)総人口 男性 女性

 

■地区別人口（住民基本台帳＋外国人登録人口）

全市 231,206 473,101 227,498 245,603 502.39 2.0

本庁 104,697 203,475 96,522 106,953 70.72 1.9

鶴崎 37,388 82,608 40,369 42,239 54.38 2.2

大南 11,566 25,627 12,290 13,337 121.48 2.2

稙田 38,267 79,183 37,550 41,633 49.45 2.1

大在 14,492 29,709 15,366 14,343 13.02 2.1

坂ノ市 9,052 20,808 10,357 10,451 49.20 2.3

佐賀関 4,141 7,262 3,411 3,851 49.58 1.8

野津原 2,045 3,917 1,847 2,070 90.83 1.9

明野 9,558 20,512 9,786 10,726 3.73 2.1

(令和6年3月末日現在）

資料：総務課

区　分 面積(k㎡) 1世帯当り人員世　帯　数
総　数 男　性 女　性

人　　　　口
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≪ 人口集中地区 （Ｄ.Ｉ.Ｄ） ≫ 

人口集中地区は昭和 40年当時、都心部・南大分・高城・鶴崎の 4地区に分散していましたが、昭

和 50年には南西方向は大分川まで、東方向は高城地区まで拡大し、都心部・南大分・高城地区が

一体となり、さらに昭和 55 年・60 年には鶴崎・明野地区・及び森・滝尾地区等を含み全体が一

体となるまでに拡大しました。 

 現在では、南西方向は大分川を越えて宗方・光吉・鴛野まで拡大していき、東方向は大野川を

越えて、大在や坂ノ市も人口集中地区に入るようになってきました。 

■人口集中地区 （ Ｄ・Ｉ・Ｄ ） 変遷表

昭和40年 34,566 1,630 4.7% 226,417 105,361 46.5% 6.6 64.6

昭和45年 35,401 2,100 5.9% 260,584 134,849 51.7% 7.4 64.2

昭和50年 35,482 3,080 8.7% 320,237 174,836 54.6% 9.0 56.8

昭和55年 35,686 4,830 13.5% 360,478 228,204 63.3% 10.1 47.2

昭和60年 35,902 5,320 14.8% 390,096 258,314 66.2% 10.9 48.6

平 成 2 年 35,986 6,160 17.1% 408,501 291,529 71.4% 11.4 47.3

平 成 7 年 36,076 6,420 17.8% 426,979 308,457 72.2% 11.8 48.0

平成12年 36,076 6,600 18.3% 436,470 314,938 72.2% 12.1 47.7

平成17年 50,125 6,633 13.2% 462,317 318,252 68.8% 9.2 48.0

平成22年 50,128 6,756 13.5% 474,094 326,541 68.9% 9.5 48.3

平成27年 50,239 7,046 14.0% 478,146 342,769 71.7% 9.5 48.6

令 和 2 年 50,239 7,414 14.7% 475,614 351,227 73.8% 9.5 47.3

（注） 人口集中地区（Ｄ・Ｉ・Ｄ）とは、国勢調査区を単位として人口密度の高い調査区（人口密度1ｈａ

当たり40人以上）が隣接して、それらの地域の人口が5,000人以上を有する地域のことです。

人口集中地区

ｈａ ｈａ ％ 人/ｈａ人

比率

人/ｈａ

比率

％人

調査年

（各年10月1日現在）

行政区域 人口集中地区

面　　　　　　積

行政区域

人　　　　　口 人　口　密　度

人口集中地区行政区域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40年 D.I.D図 昭和 60年 D.I.D図

図 

平成 2年 D.I.D図 平成 7年 D.I.D図 

6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 12年 D.I.D図 

平成 22年 D.I.D図 平成 27 年 D.I.D

図 

令和 2年 D.I.D図 

平成 17年 D.I.D図 
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≪ 産業 ≫ 

 就業人口は、総人口の伸びに伴い、昭和 40年代以降大幅な伸びを示しました。 

 産業別では、第 1次産業の就業者総数は年々大幅な減少を示し、全産業に占める割合も昭和 40

年の 21.2％から令和 2年には 1.72％にまで低下しています。 

 第 2次産業の就業者総数は平成 12年に初めて減少に転じ、全産業に占める割合も昭和 50年の

30.7％をピークに減少傾向にあり、令和 2年には 21.51％となっています。 

 第 3次産業の就業者総数は昭和 40年から平成 2年の間に約 2.3倍の伸びを示し、全産業に占め

る割合も昭和 40年の 54.7％から令和 2年に 74.41％へと大幅に上昇しており、都市化の進展に伴

う就業構造変化がうかがえます。 

 

■産業別就業人口（１５歳以上）

農業 3,380 1.53%

林業 148 0.06%

漁業 289 0.13%

鉱業、採石業、砂利採取業 66 0.03%

建設業 21,645 9.77%

製造業 25,959 11.71%

電気・ガス・熱供給・水道業 1,354 0.61%

情報通信業 4,734 2.14%

運輸業，郵便業 10,467 4.72%

卸売業，小売業 36,635 16.53%

金融業，保険業 6,332 2.86%

不動産業、物品賃貸業 4,455 2.01%

学術研究，専門・技術サービス業 7,511 3.39%

宿泊業，飲食サービス業 12,200 5.50%

生活関連サービス業，娯楽業 7,576 3.42%

教育，学習支援業 11,902 5.37%

医療，福祉 36,124 16.30%

複合サービス事業 1,589 0.72%

サービス業（他に分類されないもの） 15,018 6.78%

公務（他に分類されるものを除く） 9,018 4.07%

　・　・　・ 5,232 5,232 2.36% 2.36%

（令和2年10月1日現在）

資料：総務課（国勢調査）

業 種 別

1.72%

21.51%

74.41%

産業別（%）

人　　　　口 比　　　率

業種別（%）
区　　分

3,817

47,670

分類不能の産業

第１次産業

第３次産業

第２次産業

164,915

業　　種
産 業 別
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■産業別人口の推移

資料：国勢調査
15 20 25

平 成 22 年

昭 和 45 年

昭 和 55 年

昭 和 60 年

平 成 2 年

平 成 7 年

昭 和 40 年

平 成 17 年

昭 和 50 年

平 成 12 年

平 成 27 年

令 和 2 年

(万人)0 5 10

第一次産業

第二次産業

第三次産業

101,769人

123,315人

142,351人

158,882人

169,289人

183,513人

204,733人

207,390人

220,321人

218,070人

分類不能

225,602人

221,634人
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都市計画法は、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もって国土の均衡ある発展と公共の

福祉の増進に寄与することを目的としています。 

 また、都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的

な都市活動を確保するため適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを基本理

念としています。 

 都市計画とは、人口、産業の集中する都市部において、住宅、店舗、事務所、工場などが無秩

序に建てられたり、日常生活や産業活動に必要な道路や公園などの社会基盤が整っていないなど、

様々な問題が生じないよう未然に防止し、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利

用を定め、また、道路や公園など都市施設を計画的に配置し、その計画に基づき事業を実施する

ことで、調和のとれた市街地を計画的につくりあげていくことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇大分地区◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇佐賀関地区◇              ◇野津原地区◇ 
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■ 都市計画関係法令体系（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●土地基本法

●国土利用計画法
（国土利用計画）

（土地利用基本計画）

●国土形成計画法（国土形成計画）

●多極分散型国土形成促進法

●地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律

●山村振興法、離島振興法

●その他

都市地域

農業地域
●農業振興地域の整備に関する法律

森林地域
●森林法

自然公園地域
●自然公園法

自然保全地域
●自然環境保全法

市
街

地

 
開

発
事

業

●

環

境
影

響

評

価

法

　
●

景

観

法

●

屋

外
広

告

物

法

　

●
市

民

農

園

整

備

促
進

法

●

民

間
都

市

開

発

の

推
進

に

関

す

る

特

別
措

置

法

●

特

定
農

山

村

地

域

に
お

け

る

農

林

業

等
の

活

性

化

の

た
め

の

基

盤

整

備

の

促
進

に

関

す

る

法
律

●

国

際
観

光

文

化

都

市
の

整

備

の

た

め

の
財

政

上

の

措

置
等

に

関

す

る

法

律

●

道

路
法

　

●

鉄

道

事
業

法

　

●

軌

道

法
　

●

駐

車

場

法

●

都

市
公

園

法

　

●

下
水

道

法

　

●

河

川
法

　

●

運

河

法

●

卸

売
市

場

法

　

●

と
畜

場

法

●

官

公
庁

施

設

の

建

設
等

に

関

す

る

法

律

●

流

通
業

務

市

街

地

の
整

備

に

関

す

る

法
律

都

市
施
設

地
区

計
画

等

そ

の
他

●

土

地
区

画

整

理

法

●

新

住
宅

市

街

地

開

発
法

　

●

都

市

再

開
発

法

●

新

都
市

基

盤

整

備

法

●

中

心
市

街

地

の

活

性
化

に

関

す

る

法

律

●

都

市
再

開

発

法

●

幹

線
道

路

の

沿

道

の
整

備

に

関

す

る

法
律

●

集

落
地

域

整

備

法

●

密

集
市

街

地

に

お

け
る

防

災

街

区

の

整
備

の

促

進

に

関
す

る

法

律

●

被

災
市

街

地

復

興

特
別

措

置

法

●

都

市
再

開

発

法

●

地

方
拠

点

都

市

地

域
の

整

備

及

び

産

業
業

務

施

設

の

再
配

置

の

促

進

に

関

す
る

法

律

●

建

築
基

準

法

●

駐

車
場

法

　

●

港

湾
法

●

都

市
緑

地

法

　

●

生
産

緑

地

法

●

流

通
業

務

市

街

地

の
整

備

に

関

す

る

法
律

●

文

化
財

保

護

法

　

●
景

観

法

マ
ス

タ
ー

 
 

プ
ラ

ン

地

域
地
区

促

進
区
域

被
災
市
街

地

復
興

推
進

地
域

●

都

市
再

開

発

法

●

地

方
拠

点

都

市

地

域
の

整

備

及

び

産

業
業

務

施

設

の

再
配

置

の

促

進

に

関

す
る

法

律

●

都

市
再

生

特

別

措

置

法

都市計画法
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都市計画は、地域地区などの土地利用に関する計画を定め、都市施設を計画・整備し、市街地

開発事業を計画・実施するなどの内容となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この表の内容は、都市計画のすべてではありません。  

区域区分
（法7）

再開発等促進区

市街地再開発促進区域

開発整備促進区

上記のうち※印のみ決定できます。

都市開発方針等
（法7-2）

地域地区
（法8）

促進区域
（法10-2）

 遊休土地転換利用促進地区 （法10-3）

一団地の官公庁施設

 被災市街地復興推進地域 （法10-4）

都市施設
（法11）

地区計画
等

（法12-4）

市街地
開発事業
（法12）

市街地開
発事業等
予定区域
法（12-2）

新都市基盤整備事業

工業団地造成事業

学校　図書館　研究施設　その他の教育文化施設

流通業務団地の予定区域

住宅街区整備事業

新都市基盤整備事業の予定区域

防災街区整備地区計画

沿道地区計画

集落地区計画

土地区画整理促進区域

水道　電気供給施設　ガス供給施設

　自動車ターミナル　その他の交通施設

保育所　その他の医療施設又は社会福祉施設

その他の供給施設又は処理施設

は大分市において決定しているもの。

新住宅市街地開発事業の予定区域

一団地の官公庁施設の予定区域

区域の面積が２０ｈａ以上の一団地の住宅施設の予定区域

工業団地造成事業の予定区域

歴史的風土特別保存地区　伝統的建造物群保存地区　　航空機騒音障害防止地区　特別緑地保全地区

その他政令で定める施設

と畜場

流通業務団地

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

特例容積率適用地区

高度地区　　　　　　　　　　　　高層住居誘導地区　特定街区

駐車場整備地区　　　　　　　　　 緑地保全地域　　　　　　　　　　　　　　生産緑地地区　緑化地域　　

住宅街区整備促進区域

河川　運河　その他の水路

都
市
計
画
区
域

市街化区域

市街化調整区域

大規模集客施設制限地区

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域
防火地域 準防火地域

風致地区

臨港地区 流通業務地区

道路 都市高速鉄道 駐車場

公園 緑地 墓園

下水道 汚物処理場 ごみ焼却場

病院

市場 火葬場

一団地の住宅施設

土地区画整理事

新住宅市街地開発事

地区計画

準住居地域

特別業務地区

住環境保全地区

用途地域

特別用途地区

景観地区

その他の公共空地

特定用途制限地域

準都市計画区域

土
地
利
用

都
市
施
設

市
街
地
開
発
事
業

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 （法6-2）

※

※

※

※ ※

※

※

※

田園住居地域

高度利用地区

広場

市街地再開発事業
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 都市計画には、都道府県が定めるものと市町村が定めるものがあります。都道府県が定めるも

のは、広域的な見地から定める必要があるものや、都市にとって根幹的な都市施設に関するもの

を定め、その他に関する都市計画は市町村が定めます。 

 都市計画の決定を行う際には、公聴会、説明会等により地域のみなさんの意見を反映させなが

ら進めていきます。 

 

≪ 県が定める都市計画決定の手続き ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 国土交通大臣の同意については名称のみの変更又は位置、区域、面積、構造等の軽易な変更については手

続きを要しません。 

(注２) 名称のみの変更の場合は手続きは要しません。 

① 原 案 の 作 成 

関 係 機 関 と の 協 議 

③ 都 市 計 画 案 の 作 成 

②公聴会開催等による   

住 民 意 見 の 反 映 

国

土

交

通

省

と

の

事

前

協

議 

④

市

町

村

の

意

見

聴

取 

市
町
村
都
市
計
画
審
議
会 

【
法
第
十
八
条
の
一
項
】 

【法第十六条】 

⑤都市計画案の公告・縦覧(２週間） ⑥意見書の提出（縦覧期間

中) 【法第十七条二項】 【法第十七条一項】 

 

⑦ 大 分 県 都 市 計 画 審 議 会 

（
要
旨
） 

【
法
第
十
八
条
の
二

項
】 

 

国

土

交

通

大

臣

の

同

意 

【法第十八条一項】 

【
法
第
十
八
条
の
三
項
】 

協議申出 

同  意 

⑧ 都 市 計 画 の 決 定 

【法第十八条】 
調

整

等 

【
法
第
二
三
条
】 

⑩
国
土
交
通
大
臣
・
市
町
村 

 
 

 

へ

の

図

書

の

送

付 

⑪
市
町
村
で
の
公
告
縦
覧 

⑨ 告示・ 縦覧 

【法第二十条】 

(注１) 

 

【
法
第
二
十
条
一
項
】 

【
省
令
第
十
二
条
】 

(注２) 

 

大

臣

同

意

案

件 
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≪ 市が定める都市計画決定の手続き ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注１) 名称のみの変更の場合は手続きは要しません。 

 

都市計画が定まると、事業の段階で一定割合の国庫補助を受けることや、用地買収にあたって

は、土地収用法の適用を図ることができますが、都市計画施設の区域内に関して一定の私権制限

を伴うものであるので、慎重な調査、計画はもちろんのこと、決定手続きにおいても、公聴会、

都市計画審議会の開催・審議が法で定められています。 

 

 

 

① 原 案 の 作 成 

関 係 機 関 と の 協 議 

③ 都 市 計 画 案 の 作 成 

②公聴会開催等による  

住 民 意 見 の 反 映 

【法第十六条】 

【法第十七条一項】 

⑤都市計画案の公告・縦覧(２週間） 

④

県

と

の

事

前

協

議 ⑥意見書の提出（縦覧期間

中) 【法第十七条二項】 

（
要
旨
） 

【
法
第
十
九
条
の
二

項
】 

 

⑩ 告示・ 縦覧 

⑪

国

土

交

通

大

臣

・

県 
 

 
 

へ

の

図

書

の

送

付 

(注１) 

 

【法第二十条】 

【
法
第
二
十
条
一
項
】 

⑦ 市 都 市 計 画 審 議 会 
⑧

県

知

事

協

議 

⑨ 都 市 計 画 の 決 定 

【
法
第
十
九
条
の
三
項
】 

【法第十九条】 

【法第十九条一項】 

協議申出 

回  答 

⑫

市

で

の

公

告

縦

覧 

【
省
令
第
十
二
条
】 
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≪ 都市計画提案制度の手続き（市決定） ≫ 

都市計画法の改正により、一定の条件※を満たせば地域の住民のみなさまから都市計画の決定

（変更）を発案し、行政へ提案ができる「都市計画提案制度」が創設されました。 

 これにより、まちづくりに関する計画が、住民のみなさまの創意により行うことができるよう

になりました。（※一定の条件・・・次の１から５をすべて満たすと、提案を行うことができます。） 

 

１．提案者が、次のいずれかであること。 

 （１）土地所有権を有する者 

 （２）建物所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権を有する者 

 （３）まちづくりを目的として設立された NPO法人 

 （４）民法第３４条で定める公益法人 

 （５）営利を目的としない法人 

 （６）独立行政法人都市再生機構 

 （７）地方住宅供給公社 

 （８）まちづくりの推進に関し経験と知識を有するものとして国土交通省省令で定める団体 

（省令第１３条の３（平成１８国交令８３追加、平成１８国交令１０４一部改正）） 

※このページでは上記（１）（２）を合わせたものを土地所有者等と表記しています。 

 

２．０．５ｈａ（５,０００平方メートル）以上の一団の土地の区域であること。 

 

３．提案内容が、大分市で決定(変更)できるものであること。 

  大分市が決定(変更)できる主な都市計画 

  ● 用途地域などの地域地区 

  ● 市道 

  ● 風致地区、特別緑地保全地区（２以上の市町村の区域にわたる面積１０ha以上のものを除く） 

  ● 公園、緑地、広場、墓園等（国、県が設置する面積１０ha以上のものを除く） 

  ● 土地区画整理事業（国、県が施行すると見込まれる面積５０haを超えるものを除く） 

  ● 市街地再開発事業（国、県が施行すると見込まれる面積３haを超えるものを除く） 

  ● 地区計画 

   ※上記事例は都市計画法第１５条、都市計画施行令第９条及び第１０条の抜粋となっております。 

 

４．提案内容が、都市計画法第１３条(都市計画基準)その他の法令の規定に基づく都市計画に関  

する基準に適合するものであること。 

 

５．土地所有者等の３分の２以上の同意を得ていること。 

  (同意をした者が所有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっているその区 

域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となっている土地の総地積との合計の 

３分の２以上となる場合に限る。) 
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■提案から都市計画決定までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前相談・手続き等の説明を都市計画課にて行います。

素 案 作 成

決定（変更）する区域の土地所有者等の
人数・面積とも２/３以上の同意確保周 辺 住 民 へ の 説 明 会

都市計画課へ素案提出

提案要件・書類等の内容確認（提出時）

受 付

提案者による修正

提案者へ返還

書類・内容等に不備があるとき

再提出なし（不成立）

内 容 検 討 ・ 協 議
（大分市都市計画提案検討委員会）

素案の全部又は一部を実現するための
決 定 （ 変 更 ） を 行 う

決 定 （ 変 更 ） を 行 わ な い

都市計画決定（変更）手続き
① 都市計画案作成
② 案の公告・縦覧
③ 公聴会又は説明会

都 市 計 画 審 議 会 へ 諮 問
（一部実現の場合は素案添付）

否 決可 決 修正要求・差戻

都 市 計 画 決 定
不 決 定
（提案者へ不決定通知送付）

行わないことを可

都 市 計 画 審 議会 へ 諮 問
（ 素 案 添 付 ）

行わないことを否

市報・ホームページ等で公表

提
案
者
が
行
っ
て
く
だ
さ
い
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■決定権者一覧

都市計画区域 ・ 準都市計画区域 ○ ○

○ ○

用途地域 ○

特別用途地区 ○

特定用途制限地域 ○

防火地域・準防火地域 ○

風致地区 ○ ○
2以上の市町村の区域にわたる
面積１０ｈａ以上のもの

臨港地区 ○ 地方港湾に係るもの ○ 重要港湾に係るもの ○ 国際戦略港湾、国際拠点港湾

流通業務地区 ○

特別緑地保全地区 ○ ○
2以上の市町村の区域にわたる
面積１０ｈａ以上のもの ○ 近郊緑地特別保全地区

緑化地域 ○

　一般国道 ○ ○

　都道府県道 ○

　市町村道 ○

　自動車専用道路 ○ ○ 高速自動車国道

都市高速鉄道 ○ ○

駐車場 ○

公園 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの ○

国が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

緑地 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの ○

国が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

墓園 ○ ○
国又は都道府県が設置する
面積１０ｈａ以上のもの

下水道 ○ ○
流域下水道又は排水区域が２以上の
市町村の区域にわたる公共下水道

汚物処理場・ごみ焼却場 ○ ○ 産業廃棄物処理施設

病院 ○

市場 ○

一団地の住宅施設 ○

流通業務団地 ○

　土地区画整理事業 ○ ○
国の機関又は都道府県が施行する
面積５０ｈａ超のもの

　新住宅市街地開発事業 ○

○ ※　一部協議要地　　　区　　　計　　　画

市 決 定 大 臣 同 意県 決 定

道　路

都
 
 

市
 
 

施
 
 

設

都  市  計  画  の  種  類

市街地開発事業

地
 

域
 

地
 

区

市街化区域 ・ 市街化調整区域(区域区分)

※ 地区計画の位置・区域及び、地区施設のうち道路で幅員８ｍ以上のものの配置及び規模など。 

県決定・・広域的な見地から定める必要があるものや、根幹的都市施設に関するものなど 

市決定・・その他に関する都市計画 

・用途地域の指定については、平成１２年より県から市へ権限移譲 
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■大分市都市計画審議会 

平成 12年 5月に改正された都市計画法第 77条の 2の規定に基づき設置される法定の附属機関

で、大分市都市計画審議会条例 で組織及び運営に関する必要な事項が定められています。 

審議会の役割は、都市計画法第 77条の 2の規定により、 

・市が決定する都市計画について調査・審議をすること  

・市長の諮問に応じ都市計画に関する事項について調査・審議すること  

・都市計画に関する事項について関係行政機関に建議すること 

となっています。 

都市計画は、都市の将来の姿を決めるものであり、かつ土地等の関係者の権利や利害をはじめ

市民生活に大きな影響を及ぼします。このため、都市計画の決定は行政の判断だけではなく、学

識経験者、関係行政機関の職員、住民の代表などにより構成される都市計画審議会の調査・審議

を経て、都市計画を定めることとなっています。（都市計画法第 19条第 1項） 

令和 6年 5月 28日に第 56回大分市都市計画審議会が開催されています。 

 

■委員構成 

本審議会の委員は、大分市都市計画審議会条例・議事運営要綱 により市長が委嘱した下記の

２０名以内で組織されています。（現在２０名） 

 

第１号委員  学識経験のある者  ８名（法律、経済商工、経済農業、建築、不動産、 

都市計画、環境、行政経験者） 

第２号委員  市議会議員     ６名（議長、総務・厚生・文教・建設・経済環境 

各常任委員長） 

第３号委員  関係行政機関の職員 １名（国土交通省大分河川国道事務所所長） 

第４号委員  県の職員      ２名（大分県土木建築部・農林水産部） 

第５号委員  市民の代表者    ３名（大分市自治委員連絡協議会会長 外） 
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 本市は、大正 14 年 4 月の都市計画法の適用を受け、大正 15 年 4 月 30 日に都市計画区域の決定

をしました。昭和 6 年には、都市計画道路、翌昭和 7 年には用途地域、昭和 10年には風致地区が

それぞれ計画決定され、本市における都市計画の礎が定められました。 

 昭和 20 年、戦災復興都市計画決定にあたり、市街地を中心とし東部を工業地帯、南部を住居及

び食糧自給圏として、都市人口 15 万人を目標に計画を変更しましたが、大分鶴崎臨海工業地帯造

成計画が実施されるにあたり、昭和 36 年 12月に大分、鶴崎両地区と大在、坂ノ市地区を合わせ

た都市計画区域の変更が行われ、従来の計画を変更して、人口 50 万人を目標としました。 

 更に、昭和 38 年 3 月に隣接 5 市町村と合併し、翌昭和 39 年１月 30日に新産業都市建設促進法

の指定を受けたのを契機に、昭和44年5月に行政区域全域を都市計画区域に変更しました。また、

昭和 45 年 12 月 25 日には、新法による整備、開発、保全の方針により市街化区域と市街化調整区

域の区分を決定し、その後、7 回の定期見直しを行っています。 

平成 17 年 1月 1 日に佐賀関町、野津原町との市町合併を行い佐賀関都市計画区域が加わりまし

た。また、平成 22 年 3月 31 日には大字本神崎、大字馬場及び大字木佐上の各一部を本神崎準都

市計画区域に指定しました。なお、令和 3 年 3月 26 日には、佐賀関都市計画区域を廃止し、一部

を佐賀関準都市計画区域に見直しを行っています。 

◇中央通り◇                          ◇佐賀関地区◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 ◇高砂町付近◇ 

◇田ノ浦・高崎山◇                         ◇県庁前古国府線◇ 
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≪ 都市計画マスタープランとは ≫ 

「都市計画マスタープラン」とは、「市町村の都市計画に関する基本的な方針」であり、平成 4

年の都市計画法の改正に伴い、区域区分の定めのある市町村において定めることとなりました。 

この法改正を受けて本市では、平成 7 年 4 月、将来の都市環境を描きその具体化のための方途を

明らかにすることを目的とした「大分市総合都市整備基本計画（現マスタープラン前身）」を策定

いたしました。 

平成 12 年の都市計画法の改正では、各都道府県において都市計画区域毎の「整備、開発及び保

全の方針」を定めるものとされ平成 16 年 4 月、大分県において「大分都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針（大分都市計画区域マスタープラン）」が策定されました。これを受けて本市にお

いても平成 16 年 12 月、｢大分市総合都市整備基本計画｣の改定（名称の変更を含む）を行い、将

来の都市づくりの視点を「コンパクト」や「再生」に置いた「大分市都市計画マスタープラン」

を策定いたしました。 

その後、平成 17 年には、佐賀関町・野津原町との合併に伴う市域の拡大や平成 18 年のまちづ

くり三法（都市計画法・大規模小売店舗立地法・中心市街地活性化法）の改正などを受けて、平

成 20 年 5 月及び平成 23年 3 月に「大分市都市計画マスタープラン」の見直しを行いました。 

平成 28 年には、「大分駅周辺総合整備事業」の完成により、都心となる大分駅周辺の都市構造

が大きく変化するなど、都心づくりが次なる段階を迎えたことから「大分市都市計画マスタープ

ラン 大分地区 地区別構想」の見直しを行うなど、都市づくりの進化に対応してきました。 

近年、国においては、都市のコンパクト化と公共交通網の再構築をはじめとする関連法（都市

再生特別措置法、交通政策基本法など）の改正を行う中で、国土構造、地域構造として、生活に

必要な各種サービス機能を提供できるコンパクトな地域を交通や情報通信のネットワークで結ぶ

「コンパクトプラスネットワーク」の形成を提示しています。 

本市においても「大分市総合計画 おおいた創造ビジョン 2024 第 2 次基本計画」や「大分都市

計画区域マスタープラン」などの上位計画はもとより、少子高齢化の進展や人口減少社会の到来、

これまでの都市の成り立ちや将来の「都市づくり基本方針」などを踏まえ、暮らしやすさの確保

とともに地域の魅力づくりを一体的に推進する『多極ネットワーク型集約都市』の形成をめざし

策定した「大分市立地適正化計画」など関連計画との整合を図るとともに、「地域まちづくりビジ

ョン」の提言内容など市民意向を踏まえた計画とするため、令和 3年 3 月「大分市都市計画マス

タープラン」の改定を行いました。 
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■都市計画マスタープランに関するこれまでの動き 

 

 
 

 

 

 

平成16年 4月 大分都市計画区域マスタープラン策定

平成17年11月 大分県長期総合計画策定

平成18年 5月
まちづくり三法（改正都市計画法、大規模小売店舗立
地法、改正中心市街地活性化法）の改正

平成20年12月 大分県国土利用計画策定（第4次）

大分都市計画区域マスタープラン改訂

佐賀関都市計画区域マスタープラン改訂

平成27年 8月 国土利用計画（第5次）

平成27年12月 大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン2015」策定

平成31年 3月 大分県国土利用計画策定　（第5次）

令和03年 3月 大分都市計画区域マスタープラン改訂

平成07年 4月 大分市総合都市整備基本計画策定

平成16年12月 大分市都市計画マスタープラン策定

平成17年 1月 大分市、佐賀関町、野津原町の合併

平成18年 9月 大分市景観計画策定

平成19年 7月 大分市総合計画策定

平成20年 5月 大分市都市計画マスタープランの一部改訂

平成20年 7月 大分市中心市街地活性化基本計画策定

平成21年 6月 大分市緑の基本計画策定

平成22年 7月 大分市国土利用計画策定

平成23年 3月 大分市都市計画マスタープラン改定

平成28年 6月 大分市総合計画「おおいた創造ビジョン２０２４」策定

平成28年 7月 大分市都市計画マスタープランの一部改訂

平成31年 3月 大分市立地適正化計画策定

令和02年 3月 大分市国土利用計画策定

令和03年 3月 大分市都市計画マスタープラン改定

令和06年 3月 大分市立地適正化計画改訂

国・県の
動き 平成23年 3月

大分市の
動き
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■ 役割 

 

「大分市都市計画マスタープラン」は、次のような役割を担っています 

○ 大分市の将来像及び都市づくりの目標を明確にします 

○ 大分市が定める都市計画の基本的な方針を定めます 

○ 土地利用や都市施設整備などとの相互調整を図ります 

○ 市民の都市計画への理解を深め、官民協働の都市づくりの基盤をつくります 

 

■ 位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 計画構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都
市
づ
く
り
の
目
標 

 

全 
 

体 
 

構 
 

想 

 

地 

区 

別 

構 

想 

計
画
の 

実
施
に
向
け
て 
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将来都市構造図 

土地利用方針図 
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交通施設整備方針図 

市街地整備方針図 
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都市計画区域は、都市計画の基本理念である健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動を確

保するために指定するもので、自然的及び社会的条件、並びに人口、土地利用、交通量等の現況

や推移を勘案して、一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある区域について

定めることとされています。本市においては、大正 15 年 4 月 30 日に旧大分市と旧鶴崎町の中心

部にわたる面積約 8,930ha を決定したのが最初で、その後市町村合併等により区域変更を繰り返

しながら、昭和 44 年 5月 20 日に行政区域全域を大分都市計画区域としました。 

その後、平成 17 年 1 月 1 日に佐賀関町、野津原町との市町合併により、佐賀関地区の大字佐賀

関と大字白木の非線引きの佐賀関都市計画区域が加わりました。 

また、大分都市計画区域に隣接する大字本神崎と大字馬場及び大字木佐上の各一部の地域では、

幹線道路の整備の進展に伴い無秩序な市街地の拡大が懸念され、そのまま放置すれば将来におけ

る一体の都市としての整備・開発及び保全に支障が生じる恐れがあったことから、平成 22 年 3

月 31 日に、本神崎準都市計画区域を指定しました。令和 3 年 3 月 26日には、佐賀関都市計画区

域を廃止し、一部を佐賀関準都市計画区域に見直しを行っています。 

なお、佐賀関地区の一部と野津原地区の全域は都市計画区域外・準都市計画区域外となってい

ます。 

■大分都市計画区域の変遷

大　分 鶴　崎 指定面積

大正 15 ．4 ．30 都市計画区域決定 （鶴崎を含む） 8,930 8,930

昭和 12 ．4 ．26 変更 （鶴崎分離） 6,007 2,923 8,930

昭和 18 ．11 ．16 変更 （鶴崎を編入） 8,930 8,930

昭和 29 ．3 ．31 変更 （鶴崎都市計画区域の分離独立） 6,007 5,419 11,426

昭和 30 ．7 ．1 変更 （桃園地区を大分に編入） 6,495 4,931 11,426

昭和 36 ．12 ．25 変更 （鶴崎、大在、坂ノ市を編入） 10,808 10,808

昭和 40 ．3 ．31 変更 （埋立地を編入） 18,352 18,352

昭和 44 ．5 ．20 変更 （行政区域全域） 35,402 35,402

市街化区域、市街化調整区域の 9,402

区域区分の決定（当初線引き） 26000

10,239

25,773

10,239

25,770

10,667

25,397

10,782

25,282

10,824

25,240

11,081

25,024

11,235

24,870

11,249

24,856

11,294

24,811

11,288

24,817
区域区分変更 （第7回定期見直し） 36,105令和 3 ． 3 ．26

36,064

36,105

36,105

区域区分変更 （第4回定期見直し）

区域区分変更

29

平成

区域区分変更 （第6回定期見直し） 36,105平成 23 ． 3 ．

9 区域区分変更 （第5回定期見直し） 36,10516 ．

30 区域区分変更 （第3回定期見直し）

（随時変更）

平成 11 ．12 ．24

平成 13 ． 7 ．13

平成 5 ． 4 ．

25 区域区分変更 （第2回定期見直し） 36,064

平成 2 ．4 ．24 区域区分変更 （随時変更） 36,064

昭和 61 ．3 ．

36,012（第1回定期見直し）

昭和 56 ．10 ．30 都市計画区域変更 （旧挟間町との行政区域界の変更） 36,009

都市計画区域変更昭和 53

4 ．

（単位：ｈａ）

事　　　　　　　項

昭和 45 ．12 ．25 35,402

．12 ．22

指 定 年 月 日

 

 

上段：市街化区域 

下段：市街化調整区域 
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■佐賀関都市計画区域の変遷

指定面積

昭和 18 ． 2 ．23 1,149

令和 3 ． 3 ． 26 都市計画区域の廃止

指 定 年 月 日 事　　　　　　　項

都市計画区域決定（非線引き区域）

■佐賀関準都市計画区域の変遷

令和 3 ． 3 ． 26

指 定 年 月 日 事　　　　　　　項

準都市計画区域決定

■本神崎準都市計画区域の変遷

平成 22 ． 3 ． 31

指 定 年 月 日 事　　　　　　　項

準都市計画区域決定
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昭和 21 年都市計画図 昭和 36年都市計画図 

昭和 48 年都市計画図 昭和 53年都市計画図 

昭和 61 年都市計画図 平成 3 年都市計画図 

平成 7 年都市計画図 平成 12年都市計画図 
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令和 4 年都市計画図 

令和２年都市計画図 

平成 23年都市計画図 平成 16 年都市計画図 
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■都市計画区域等の指定状況 
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≪ 大分都市計画区域の概要 ≫ 

■大分都市計画区域の概要 ■総括表

大正 14．03．27 名　　　称 名　　　称

(施行　大正 14．04．01) 都 市 計 画 区 域 36,105 ｈａ 排水区域 10,180 ha

当初区域決定年月日 大正 15．04．30 市 街 化 区 域 11,288 ｈａ 処理区域 9,760 ha

最終区域決定年月日 昭和 56．10．30 市街化調整区域 24,817 ｈａ 1 ヶ所

大分市行政区域 面 積 50,239 ｈａ 用 途 地 域 11,288 ｈａ 12,400 ㎡

面 積 36,105 ｈａ 特 別 用 途 地 区 858.0 ｈａ 2 ヶ所

( 登録 ) 461,922 人 防 火 地 域 24.0 ｈａ 370,000 ㎡

(R2国調) 464,016 人 準 防 火 地 域 783.0 ｈａ 1 ヶ所

( 登録 ) 225,020 世帯 2 ヶ所 45,700 ㎡

(R2国調) 204,325 世帯 437.3 ｈａ 1 ヶ所

面 積 11,288 ｈａ 臨 港 地 区 1,420.4 ｈａ 90,000 ㎡

408,580 人 ※1 流 通 業 務 地 区 85.5 ｈａ 1 ヶ所

(R2国調) 410,432 人 2 ヶ所 123,500 ㎡

202,262 世帯 ※1 55.6 ｈａ 1 ヶ所

(R2国調) 183,660 世帯 240 路線 1.8 ha

面 積 24,817 ｈａ 392,007 ｍ 23 ヶ所

53,342 人 ※1 1 ヶ所 2,301.7 ha

(R2国調) 53,584 人 3,300 ㎡ 1 ヶ所

22,758 世帯 ※1 225 ヶ所 185.0 ha

(R2国調) 20,665 世帯 681.84 ha 17 地区

面 積 7,414 ｈａ 26 ヶ所 358.7 ha

人 口 351,227 人 218.82 ha 1 ヶ所

世 帯 数 161,655 世帯 4 ヶ所 0.5 ha

※1・・・R2年の国勢調査を基にした概数。 71.8 ha 1 ヶ所

3 路線 0.6 ha

10,350 ｍ

市街地再開発事
業

高度利用地区

都 市 高 速 鉄 道

公 園

面積・延長等

公 共 下 水 道

汚 物 処 理 場

ご み 焼 却 場

新 住 宅 市 街 地
開 発 事 業

風 致 地 区

市 場

景 観 地 区
一 団 地 の
住 宅 施 設

面積・延長等

市 街 化 区 域
人 口

世 帯 数

法　指　定　年　月　日

人 口

世 帯 数

都 市 計 画 区 域

道 路

駐 車 場

土 地 区 画
整 理 事 業

病 院

火 葬 場

市街化調整区域

地 区 計 画

墓 園

人 口

緑 地

世 帯 数

R2年
人口集中地区
（DID）

 

 

≪ 佐賀関準都市計画区域の概要 ≫ 

■佐賀関準都市計画区域の概要 ■総括表

当 初 区 域 決 定 年 月 日 令和　03．03．26 名　　　称

最 終 区 域 決 定 年 月 日 令和　03．03．26 準 都 市 計 画 区 域 （参考値） 約　494 ha

県告第　　212　　　号

名称 佐賀関準都市計画区域

面積 (参考値） 約　494 ｈa

面　　　　　積

番                             号

準 都 市 計 画 区 域

準都市計画区域に含まれる土地の区域 大分市大字佐賀関及び大字白木の各一部

 

〇佐賀関都市計画区域は、令和 3年 3 月 26 日の廃止により、都市計画区域・臨港地区・公園・そ

の他公共空地・都市下水路を廃止しています。 
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【参考資料】佐賀関都市計画区域 （令和 3年 3月 26日廃止） 

■佐賀関都市計画区域の概要 ■総括表

当 初 区 域 決 定 年 月 日 昭和　18．02．23 名　　　称

最 終 区 域 決 定 年 月 日 昭和　18．02．23 都 市 計 画 区 域 1,149 ha

都市計画区域 面 積 1,149 ha 臨 港 地 区 16.0 ha

人 口 (H27国調） 3,565 人 ※１ 1 ヶ所

世 帯 数 (H27国調） 1,665 世帯 ※１ 0.12 ha

※１・・・・・H27年の国勢調査を基にした概数 1 ヶ所

2.40 ha

排水区域 30 ha

管渠延長 0.33 km

面　　　　　積

都 市 下 水 路

そ の 他 の 公 共 空 地

公 園

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 本神崎準都市計画区域の概要 ≫ 

■本神崎準都市計画区域の概要 ■総括表

当 初 区 域 決 定 年 月 日 平成　22．03．31 　 名　　　称

特定用途制限地域 約 95 ha
準 都 市 計 画 区 域

面　　　　　積

（参考値） 約　　 95面 積 ｈａ

 

 

 

 

 

 

 

佐賀関準都市計画区域 

（令和 3年 3月 26日決定） 

佐賀関都市計画区域 

（令和 3年 3月 26日廃止） 
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都市計画区域の無秩序な市街地の拡大を防止し、計画的な市街化を図るために市街化区域と市

街化調整区域に区分して定めています。市街化区域は、既に市街地を形成している区域及び概ね

10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域です。この区域では、用途地域等の土地利

用計画が定められ、市街地開発事業や都市施設の整備が積極的に行われます。一方、市街化調整

区域においては、市街化を抑制すべき区域であり、原則として用途地域を定めず、農林業用の建

築物等や一定の要件等を備えた開発行為以外は認められていません。 

 

■市街化区域と市街化調整区域の比較

種　　　類

● 既に市街地を形成している区域

● 概ね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

地 域 地 区 ● 用途地域、その他の地域地区を定める ● 原則として定めない

● 市街化を促進するものは

原則として行わない

市 街 地 開 発 事 業 ● 積極的に行う ● 原則として行わない

● 都市計画に適合し、一定の要件を具備しているものを

許可する

農 地 転 用 ● 届出制 ● 許可制

道路、公園、下水道等の整備を積極的に行う

開 発 行 為

市　街　化　区　域

設 定 の 目 的

市 街 化 調 整 区 域

● 市街化を抑制すべき区域

原則として抑制する●

●都市施設等の整備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇市街化区域◇                ◇市街化調整区域◇ 
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 地域地区は、都市計画法第 8条に掲げられている地域、地区又は街区をいいます。これは、都

市計画区域内の土地をどのような用途に利用すべきか、どの程度に利用すべきかなどを地域地区

に関する都市計画として定め、建築物の用途、容積、構造等に関し一定の制限を加えたり、土地

の区画形質の変更、木竹の伐採等に制限を加えることにより、その適正な利用と保全を図ろうと

するものです。 

 本市では、用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、防火地域・準防火地域、景観地区、

風致地区、臨港地区、流通業務地区、高度利用地区を都市計画として定めています。 

 

≪ 用途地域 ≫ 

 都市における住居、商業、工業といった土地利用は、似たような種類が集まっていると、それ

ぞれに合った環境が守られ、効率的な活動を行うことができます。しかし、種類の異なる土地利

用が混ざっていると、互いの生活環境や業務の利便性が悪くなります。 

 そこで、良好な都市環境を守るため用途地域を定め、住居系地域、商業系地域、工業系地域な

ど 13種類に区分し、そこに建てられる建築物の用途、建ぺい率、容積率、高さなどを制限してい

ます。 

 本市の用途地域は昭和 7年に初めて定められ、その後、都市計画法の制定や改正等に伴い現在

では 7つの住居系地域、2つの商業系地域、3つの工業系地域の計 12種類の用途地域があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇住居系地域◇ 

◇工業系地域◇ ◇商業系地域◇ 
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■ 用途地域のイメージ 

 

 

  

第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

低層住宅のための地域です。
小規模なお店や事務所を兼ねた住宅や、小中学
校などが建てられます。

主に低層住宅のための地域です。
小中学校などのほか、150㎡までの一定のお店
などが建てられます。

中高層住宅のための地域です。
病院、大学、500㎡までの一定のお店など
が建てられます。

第二種中高層住居専用地域 第一種住居地域 第二種住居地域

主に中高層住宅のための地域です。
病院、大学などのほか、1,500㎡までの一定
のお店や事務所など必要な利便施設が建てられ
ます。

住居の環境を守るための地域です。
3,000㎡までの店舗、事務所、ホテルなどは建
てられます。

主に住居の環境を守るための地域です。
店舗、事務所、ホテル、カラオケボックスな
どは建てられます。

準住居地域 近隣商業地域 商業地域

道路の沿道において、自動車関連施設などの立
地と、これと調和した住居の環境を保護するた
めの地域です。

まわりの住民が日用品の買い物などをする地域
です。住宅や店舗のほかに小規模の工場も建て
られます。

まわりの住民が日用品の買い物などをする地
域です。住宅や店舗のほかに小規模の工場も
建てられます。

準工業地域 工業地域 工業専用地域

主に軽工業の工場やサービス施設等が立地する
地域です。環境悪化が大きい工場のほかは、ほ
とんど建てられます。

どんな工場でも建てられる地域です。住宅やお
店は建てられますが、学校、病院、ホテルなど
は建てられません。

工場のための地域です。どんな工場でも建て
られますが、住宅、お店、学校、病院、ホテ
ルなどは建てられません。

田園住居地域

農業と調和した低層住宅の環境を守るための地
域です。住宅に加え、農産物の直売所などが建
てられます。

※大分市において、田園住居地域は都市計画決定していません。 
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■ 用途地域内の建築物の制限 

 各用途地域における住居環境の保護や、商業･工業などの利便性の増進を図るために、建築する

ことができる建築物の用途については、次のとおりの制限が行われます。  
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≪ 防火地域・準防火地域 ≫ 

 防火地域及び準防火地域は、市街地における建築物の構造等について規制を行うことにより、

火災の拡大、並びに被害を最小限に抑えるために定めています。 

 防火地域は、特に土地利用度、建築密度、また火災危険度の高い市街地の中心部の地域で定め

ています。 

 準防火地域は、市街地の中心部に近接した、火災危険度の高い地域で指定しています。市街地

の建築物について全体的に防火機能を高めることによって火災の延焼や飛び火を防いだり、延焼

速度を緩めて大火災を防ごうとするものです。 

 本市では、昭和 25年 6月 21日に 729.64haが最初の準防火地域として決定され、その後、昭和

28年 9月 14日に 7.36haの防火地域が決定されました。 

現在では、大分駅と南口駅前広場を含み、Ｊ：ＣＯＭホルトホール大分（複合文化交流施設）

まで拡大し、防火地域 約 24ha、準防火地域 約 783haが決定されています。 

 

■防火地域・準防火地域

当 初 告 示 年 月 日 最 終 告 示 年 月 日

番 号 番 号

昭和28．9．14 平成21．7．15

建告第 1285 号 市告第 345 号

昭和25．6．21 平成21．7．15

建告第 587 号 市告第 345 号
約 783

(令和6年3月末現在)

準 防 火 地 域

名 称 備 考

防 火 地 域

面 積 (ha)

約 24

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇大分駅新川線沿道（防火地域）◇ 
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≪ 風致地区 ≫ 

 風致地区は、都市における自然の風致や景観を維持育成し、自然豊かな景勝を保護する地区で

す。この地区にあっては建築物の建築、宅地の造成、木竹の伐採等の行為に対して市条例により

禁止または制限が行われています。 

 本市では、昭和 10年 7月 19日に 5地区約 368haを初めて指定しました。その後、追加・変更

を経て、昭和 46年 3月 12日に、全域にわたり風致の実態を調査し再検討した結果、上野ヶ丘・

松栄山の 2地区に絞り込み、現在に至っています。 

■風致地区

当初告示年月日 最終告示年月日

番 号 番 号

昭和10．7．19 昭和46．3．12

内告第 449 号 県告第 186 号

昭和15．5．9 平成23．3．29 約 239 ｈａ (3種）

内告第 337 号 県告第 308 号 約 128 ｈａ (4種）

　　　　(令和6年3月末現在)

備 考名 称 面 積 (ha)

約 367

70.3

風致地区

ｈａ上野ヶ丘 70．3

松栄山

(4種）

 

 

 

 

 

 

 

≪ 特別用途地区 ≫ 

 特別用途地区は、地区の特性にふさわしい土地利用の 

増進、環境の保護等の目的により定められた地区です。  

 本市では、昭和 48年の新用途地域決定の際、鴛野地区 

に自動車関連サービス業が集中立地したことから、これ 

らの業種の保護育成を目的として、昭和 48年 10月 30日 

に特別業務地区（72ha）を指定しました。 

 また、人口減少・少子高齢化社会を迎えるなか、コンパ 

クトな都市づくりを目指し都市機能やインフラに大きな影響を及ぼす大規模集客施設の立地の制

限を行うため大規模集客施設制限地区を、良好な住環境の形成、保持を目的に住環境保全地区を

平成 20年 5月 2日に新たに指定し、大分都市計画区域内のすべての準工業地域を補完している特

別用途地区について、市街化区域及び市街化調整区域の区域区分の変更に伴い、面積の変更を行

いました。 

■特別用途地区

当初告示年月日 最終告示年月日

番 号 番 号

特別業務地区 約 63 ｈａ

大規模集客施設制限地区 約 760 ｈａ

住環境保全地区 約 35 ｈａ

（令和6年3月末現在）

備考

昭和48．10．30
市告第 157 号

特別用途地区
平成28．3．25
市告第 156 号

名 称 面積(ha)

約 858

◇国道 10号宮崎付近◇ 

◇上野ヶ丘風致地区◇ 
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≪ 景観地区 ≫ 

 景観地区は、市街地の良好な景観の形成を図る地区 

です。 

この地区にあっては建築物の建築を行う際には、計 

画の認定が必要となります。 

 本市では、平成 20年 7月 1日に大分城址公園周辺 

地区（33.8ha）を指定しました。平成 23年 4月 1日 

には西大分港周辺地区（13.8ha）を指定し、平成 24 

年 3月 30日には面積の変更を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 流通業務地区 ≫ 

 都市における流通機能の向上と道路交通の円滑化を 

図り、流通業務施設の適正な立地を誘導することによ 

り、生活環境の改善と消費生活の安定に資することを 

目的として流通業務地区が決定されています。 

 本市では、佐野地区において、平成 8年 12月 10日 

に 85.2haを決定しました。その後、道路界の変更に 

伴い平成 21年 10月 9日に面積の変更を行いました。 

 

■流通業務地区

当 初 告 示 年 月 日 最 終 告 示 年 月 日

番 号 番 号

平成8．12．10 平成21．10．9

県告第 1057 号 県告第 746 号

備 考

(令和6年3月末現在)

名 称 面 積 (ha)

流 通 業 務 地 区 約　85.5 大分流通業務地区

 

 

 

 

◇流通業務地区◇ 

◇大分城址公園周辺地区◇ 

■景観地区

当初告示年月日 最終告示年月日

番 号 番 号

平成20．7．1 平成20．7．1

市告第361号 市告第361号

平成23．4．1 平成24．3．30

市告第134号 市告第173号

（令和6年3月末現在）

西大分港周辺地区約　21.8

景観地区

名 称 備 考面 積 (ha)

約　33.8 大分城址公園周辺地区
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≪ 臨港地区 ≫ 

 臨港地区は港湾法第 40条に基づく県条例（昭和 39年 10月 13日県条例第 92号）により一定の

建築物の行為の制限を行うことにより、港湾計画に沿った秩序ある港湾を形成するために決定さ

れたものです。 

 当初決定は、昭和 39年 12月 25日に、旧大分港と 5号地埋立地西端一部等であったが、大分鶴

崎臨海工業地帯造成工事（1期）の完成と大分港域の変更に伴い昭和 45年 9月 1日に変更を行い

ました。 

 その後、大分地区新産業都市建設第 1期計画の進捗とともに著しく港湾環境が変化したため昭

和 52年 3月 8日に変更を行い、更に港湾機能の効率化と土地利用の適正化から昭和 63年 2月 26

日に分区の一部変更を行いました。そして、港湾の適正な管理運営及び今後における港湾整備の

必要性から令和 4年 3月 25日に変更を行いました。 

  

■臨港地区（大分都市計画区域）

当 初 告 示 年 月 日 最 終 告 示 年 月 日

番 号 番 号

昭和39．12．25 令和4．3．25

建告第 3582 号 県告第 133 号

備 考

(令和6年3月末現在)

名 称 面 積 (ha)

臨 港 地 区 1,420.4

 

 

 

 

 

 

 

 

◇臨港地区(大分都市計画区域)◇ 
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≪ 宅地造成工事規制区域 ≫ 

宅地造成等規制法は、宅地造成に関する工事等に伴い、崖崩れ、土砂の流出などの災害防止の

ために必要な規制を行うことによって、災害から人の生命、財産を保護することを目的として制

定され、昭和 36年 11月 7日に公布されました。本市においては、昭和 43年 6月 17日に大分市

の丘陵地帯 10,798.2haが宅地造成工事規制区域として指定を受けています。 

宅地造成工事規制区域内の土地で、建築物の建築、特定工作物の建設及び駐車場・資材置場等

の設置を目的に造成工事を行う場合は、市長の許可または市長へ届出が必要となることがありま

す。 

 

■宅地（宅地造成等規制法第 2条第１項） 

農地、採草放牧地及び森林並びに道路、公園、河川等の公共施設の用に供せられている土

地以外の土地をいいます。 

 

■宅地造成許可を必要とする工事 

１．切土によって高さが２ｍを越える「がけ」が出来るとき。 

２．盛土によって高さが１ｍを越える「がけ」が出来るとき。 

３．切土と盛土を同時に行う場合で高さが 2ｍを越える「がけ」が出来るとき。 

４．切土又は盛土する土地の面積が 500㎡を超えるとき。 

 

■宅地造成の届出を必要とする工事 

１．宅地内の高さが 2ｍを越える擁壁又は雨水等の排水施設の全部又は一部の除去。 

２．宅地以外の土地を宅地に転用する場合で、許可の必要がないとき。 

 

■宅地造成許可申請フロー 

      

                 

         

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

宅地造成工事事前協議 

宅地造成工事許可申請 

関係各課との協議 

工 事 着 手 

工 事 完 成 

工事完了検査 

工事検査済証交付 

許      可 
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≪ 特定用途制限地域 ≫ 

 特定用途制限地域は、用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く）内に

おいて、その良好な環境の形成等を行うために、周辺の公共施設に大きな負荷を発生させる多人

数が集中する集客施設や、騒音、振動、煤煙等の発生により周辺の良好な居住環境に支障を生じ

させる、あるいは良好な居住環境にそぐわないおそれのある建築物などの建築を制限することを

目的に定めるものです。 

 本市では本神崎・馬場地区において、農業振興地域の整備に関する法律等による規制と相まっ

て当該地区の良好な環境の形成又は保持をより効果的に実現する観点から、本神崎準都市計画区

域の全域について、良好な居住環境や自然環境に支障を生じさせるおそれのある建築物等の用途

を制限する目的として、平成 24年 6月 29日に居住環境保全地区（約 95ha）を指定しました。 

■特定用途制限地域 (本神崎準都市計画区域)

当 初 告 示 年 月 日 最 終 告 示 年 月 日

番 号 番 号

平成24．6．29 平成24．6．29

市告第 445 号 市告第 445 号

名 称 備 考面 積 (ha)

約　95

(令和6年3月末現在)

特定用途制限地域 居住環境保全地区

 

 

≪ 高度利用地区 ≫ 

 高度利用地区は、小規模建築物の建築を抑制するとともに建築物の有効な空地を確保すること

により、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を促進するもので、建築物の容積率

最高限度、最低限度、建ぺい率の最高限度、建築面積の最低限度等を定めています。 

 本市では、末広町一丁目地区において都市計画決定しています。 

■高度利用地区

当 初 告 示 年 月 日 最 終 告 示 年 月 日

番 号 番 号

令和1．6．24 令和1．6．24

市告第 249 号 市告第 249 号

名 称 備 考面 積 (ha)

約　0.6

(令和6年3月末現在)

高度利用地区
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≪ 道路 ≫ 

道路は、安全かつ快適な市民生活や、機能的な都市活動を確保するための都市基盤の骨格を形

成する施設であり、交通機能を有するほかに、都市環境の保全、生活基盤施設の収用空間確保、

都市防災などの都市空間機能や、市街地形成機能など、さまざまな役割を果す重要な施設です。 

本市では、昭和 16 年に最初の都市計画道路が決定されて以降、現在、240 路線・延長約 392Kmが

都市計画決定され、安全で快適な道路空間を確保するため、順次整備が進められています。 

 

■「都市計画道路」の種別と機能

種別 　　

自動車専用道路
九州横断自動車道、東九州自動車道など、自動車のみの交通の用に供する道路
です。

幹　線　街　路
（　幹　線　道　路　）

道路網の中でも、主要な骨格をなし、都市に出入りする交通及び都市の住宅地、
工業地、業務地等の相互間の交通を柱として受け持つ道路です。また、周辺地域
の開発を促し、災害時の避難路や延焼遮断帯としての機能を併せ持つ道路です。

区　画　街　路
（　区　画　道　路　）

地区における宅地の利用に供するための道路です。

特　殊　街　路
（　特　殊　道　路　）

歩行者、自転車または、歩行者及び自転車のそれぞれの交通の用に供する道路
です。

機　　　　　　　　　能

 

 

 

■道路

広 場 改 良 済 既 成 済

％

％

％

（単位：ｍ）

99.9

93.4

整 備 率 （ ％ ）

％

％

100.0

延 長

82.2330,247

42,240

4,120

72,200 271,388 19,033

4,410

392,007

15,110

42,211

72,200 332,829

事 業 実 施 状 況

1

102

自動車専用道路

幹 線 街 路

路 線 数

15,110

計 画
名 称

区 画 街 路

特 殊 街 路

(令和6年3月末現在)

計 240 84.919,033

133

4
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■自動車専用道路

延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域

8m 未満

8m 以上12m 未満

12m 以上16m 未満

16m 以上22m 未満

22m 以上30m 未満 1 15,110 1,310 2,260 11,540 15,110 1,310 2,260 11,540 100 %

30m 以上40m 未満

40m 以上

1 15,110 1,310 2,260 11,540 15,110 1,310 2,260 11,540 100 %

(令和6年3月末現在)

計

（単位：ｍ）

幅 員 別 路線数 改良率
計     画 改  良  済 既  成  済

■幹線街路

延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域

8m 未満

8m 以上12m 未満 4 3,670 620 3,050 3,670 620 3,050 100.0 %

12m 以上16m 未満 32 70,944 28,402 37,247 5,295 62,221 24,987 33,324 3,910 3,390 2,320 1,070 87.7 %

16m 以上22m 未満 43 130,368 64,408 45,905 20,055 104,767 53,157 39,474 12,136 10,127 4,241 3,612 2,274 80.4 %

22m 以上30m 未満 14 59,670 29,310 12,741 17,619 46,587 19,599 11,656 15,332 4,381 3,150 1,231 78.1 %

30m 以上40m 未満 5 38,865 8,435 7,627 22,803 28,063 7,450 5,427 15,186 485 485 72.2 %

40m 以上 4 26,730 11,239 15,491 26,080 11,239 14,841 650 650 97.6 %

102 330,247 142,414 106,570 81,263 271,388 117,052 92,931 61,405 19,033 7,876 5,932 5,225 82.2 %

(令和6年3月末現在)

計

（単位：ｍ）

幅 員 別 路線数 改良率
計     画 改  良  済 既  成  済

■区画街路

延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域

8m 未満 22 11,490 6,800 4,690 11,461 6,771 4,690 99.8 %

8m 以上12m 未満 45 22,420 1,980 20,440 22,420 1,980 20,440 100 %

12m 以上16m 未満 66 8,330 160 8,170 8,330 160 8,170 100 %

16m 以上22m 未満

22m 以上30m 未満

30m 以上40m 未満

40m 以上

133 42,240 8,940 33,300 42,211 8,911 33,300 99.9 %

（令和6年3月末現在）

計

（単位：ｍ）

幅 員 別 路線数 改良率
計     画 改  良  済 既  成  済

■特殊街路

延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域 延長 A区域 B区域 C区域

8m 未満 4 4,410 1,730 2,680 4,120 1,440 2,680 93.4 %

8m 以上12m 未満

12m 以上16m 未満

16m 以上22m 未満

22m 以上30m 未満

30m 以上40m 未満

40m 以上

4 4,410 1,730 2,680 4,120 1,440 2,680 93.4 %

改  良  済 既  成  済

Ａ地域　　：　　市街化区域又は用途地域設定区域内でＤＩＤ区域内

Ｂ地域　　：　　市街化区域又は用途地域設定区域内でＤＩＤ区域外

C地域　　：　　Ａ．Ｂ以外の都市計画区域

(令和6年3月末現在)

計

（単位：ｍ）

幅 員 別 路線数 改良率
計     画
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◇都市計画道路 中島錦町線◇              ◇都市計画道路 岡臨海線◇ 

 

 

 

≪ 駐車場 ≫ 

 駐車場については、その対象とする駐車需要が広く、一般公共の用に供すべき基幹的なもので、

かつ、永続的に確保すべきものである場合に、路外駐車場として都市計画に定めることとしてお

り、設置主体としては公共団体、公社、公団、第 3 セクター、民間等があります。 

 本市では、県庁周辺部の駐車需要に対処し、都市活動の効率化を図ることを目的として、昭和

63 年 11 月 15 日に計画決定をしていましたが、今後高い確率で発生が予測される南海トラフ地震

等の自然災害に対応するため、また県庁周辺部における駐車場施設の確保および道路交通の円滑

化を図るため、令和元年 6 月 24 日に大手町駐車を廃止し、新たに大手町第二駐車場を計画決定し

ました。 

 

■駐車場

面積（㎡） 台数 面積（㎡） 台数

大手町第二駐車場 大手町３丁目１番地 3,300 120 3,300 120 100.0

名　　　称 位　　　置

(令和6年3月末現在）

整備率（%）
計　　　画 供　　　用
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≪ 都市高速鉄道 ≫ 

都市高速鉄道は、道路交通の円滑化並びに南北市街地の均衡ある発展を図ることを目的に、平

成 8 年 3 月 15 日にＪＲ日豊本線・ＪＲ豊肥本線・ＪＲ久大本線の３路線、合計 10,350ｍを都市

計画決定しました。平成 18 年 3 月 31 日には、ＪＲ日豊本線・ＪＲ豊肥本線について一部区域の

変更を行い、その後、平成 20 年 8月 24 日にＪＲ豊肥本線、ＪＲ久大本線が高架開業しました。

平成 24 年 3月 17 日にはＪＲ日豊本線が高架開業し、大分駅が全面高架化されました。 

 

■都市高速鉄道

名　　　称 路線数 計画延長 起点 終点 改良済延長 整備率 備考

ｍ ｍ %
九州旅客鉄道（株）日豊本線 1 6,040 大字生石字西 牧１丁目 6,040 100.0%

九州旅客鉄道（株）久大本線 1 2,140 上野丘東 要町 2,140 100.0%

九州旅客鉄道（株）豊肥本線 1 2,170 大字下郡字下つる 要町 2,170 100.0%

計 3 10,350 10,350 100.0%

整備率：改良済延長／計画延長

(令和6年3月末現在）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇連続立体交差事業◇ 
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≪ 公園 ≫ 

 公園は、快適な都市環境や都市景観を創出するとともに、災害時の避難・救助活動の場、被害

の緩衝、防災的な空間です。また、地域のイベント会場、交流活動の場、高齢者等の健康増進の

活動空間となるなど、私達の生活にとって必要不可欠なコミュニティ施設であり、非常に多くの

複合した機能を有する都市の根幹的施設です。 

 本市における都市計画公園は、計画決定 225 箇所、総面積約 681.84ha で、このうち 215 箇所、

約 396.95haが開設されており、整備率は 58.2％、市民１人当たり 8.5 ㎡となっています。 

 

■公園・緑地等の公共空地

◎墓園とは、

◎緑地とは、

◎広場とは、主として歩行者等の休息、鑑賞、交流等の用に供することを目的とする公共空地。

主として自然的環境を有し、環境の保全、公害の緩和、災害の防止、景観の向上、及び緑
道の用に供することを目的とする公共空地。

自然的環境を有する静寂な土地に設置する、主として墓地の設置の用に供することを目的
とする公共空地。

広域公園
一の市町村の区域を超える広域の区域を対象とし、休息、鑑賞、散歩、遊
戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする公園。面積おおむね
50ha以上。

特殊公園
風致公園、動物公園、植物公園、歴史公園その他特殊な利用を目的とする
公園。

総合公園
主として一の市町村の区域内に居住する者の休息、鑑賞、散歩、遊戯、運
動等総合的な利用に供することを目的とする公園。面積おおむね10ha以
上。

運動公園
主として運動の用に供することを目的とする公園。面積おおむね15ha以
上。

近隣公園
主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園。誘致距
離500m、面積2haを標準。

地区公園
主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園。誘
致距離1km、面積4haを標準。

◎公園とは、

街区公園
主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園。誘致
距離250m、面積0.25haを標準。

主として自然的環境の中で、休息、鑑賞、散歩、遊戯、運動等のレクリエーション及び大
震火災等の災害時の避難等の用に供することを目的とする公共空地。

 

 

 

 

 

 

 

 

◇佐野植物公園（特殊公園）◇ 

46



  

■公園等整備状況（大分都市計画区域） (令和6年3月末現在)

箇　所 面　積 箇　所 面　積
ha ha ％

街区公園 174 47.89 174 47.79 99.8 若草児童公園　外

近隣公園 26 55.43 22 38.03 68.6 弁天島公園　外

地区公園 ― ― ― ― ― 

総合公園 12 109.02 10 71.82 65.9 大分城址公園　外

運動公園 5 48.20 3 28.00 58.1 大分総合運動公園　外

特殊公園 7 168.30 5 43.51 25.9 上野丘公園　外

広域公園 1 253.00 1 167.80 66.3 スポーツ公園

合　　　計 225 681.84 215 396.95 58.2

市民1人
当たりの面積

都市計画区域内
人口461,922人

整備率：(供用面積／計画面積)×100

備　　考

14.7㎡ 8.5㎡

種　別
計　　　　画 供　　　　用

整備率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇田ノ浦ビーチ（総合公園）◇ 
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≪ 緑地 ≫ 

 緑地は、都市の自然環境の保全、都市景観の向上、災害時の避難路の確保、市街地における都

市生活の安全性及び快適性の確保、公害の防止等をはかることを目的とした重要な都市施設です。 

 本市における都市計画緑地は、計画決定 26 箇所、総面積約 219ha で、このうち 23箇所約 147ha

が開設されており、整備率は 67.3％、市民 1人当たり 3.2 ㎡となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  ◇舞子浜緑地◇ 

■緑地整備状況

個所 面積 個所 面積
ha ha ％

26 218.82 23 147.24 67.3

市民1人当たりの面積
都市計画区域内
人口461,922人

(令和6年3月末現在)

整備率：供用面積／計画面積×100

備　　　考

緑　　地

4.7㎡ 3.2㎡

種　　別
計　　　画 供　　　用

整備率

 

 

≪ 墓園 ≫ 

墓園は、従来の墓地としてのイメージを 

改善し、住民が墓所として利用するだけで 

なく、散策、休息など屋外レクリエーショ 

ンの場として利用すると共に都市環境の改 

善を目的とした都市施設です。 

 本市における都市計画墓園は、計画決定 

4 箇所、総面積約 72ha で、このうち 2 箇所 

約 14ha が開設されており、整備率は 20.2％、 

市民 1 人当たり 0.3 ㎡となっています。             

            ◇上野丘墓地◇ 

■墓園

個所 面積 個所 面積
ha ha ％

4 71.80 2 14.49 20.2

市民1人当たりの面積
都市計画区域内
人口461,922人

(令和6年3月末現在)

整備率：供用面積／計画面積×100

備　　　考

墓　　園

1.6㎡ 0.3㎡

種　　別
計　　　画 供　　　用

整備率
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≪ 下水道 ≫ 

本市の下水道事業は、大正年間に市中心部約 300ha に雨水排除を主とする雨水・汚水の合流管

を敷設したことに始まり、昭和 40年に第一回基本計画を雨水と汚水の分流式排除方式により策定

し、昭和 41年、明野処理区において工事に着手しました。 

その後、市街化区域を中心に計画区域を定め、地形及び水系等に基づいて 5 つの処理区を設定

し、下水道の普及促進に努めています。 

また、平成 22 年 4 月に企業会計方式を導入し、一層の下水道普及率の向上と将来にわたり安定

した下水道サービスの提供を目指して、経営改善に取り組んでいます。 

なお、資源有効利用として、昭和 60 年に全国に先駆けて「アメニティ下水道モデル事業」に取

り組み、弁天水資源再生センターの再生水により府内城址公園のお堀や周辺水路の浄化を行いま

した。近年は、その再生水を市第二庁舎と市保健所のトイレ水洗用水、植樹帯等の散水用水に利

用しており、下水汚泥は、セメント原料として有効利用されていますが、汚水整備の拡大に伴い

下水汚泥量が増加し運搬処分費の増大が見込まれることから、経費削減や処分先の分散によるリ

スク回避のため、大在水資源再生センター内に汚泥燃料化施設を建設し、令和 6年 10 月供用開始

予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

■下水道（大分都市計画区域） (令和6年3月末現在)

汚　水 62.1

雨　水 59.8

汚　水 7 本 約 12,000 ｍ 7 本 約 12,000 ｍ 100

雨　水 7 本 約 6,740 ｍ 7 本 約 6,740 ｍ 100

放流渠 5 本 約 470 ｍ 5 本 約 470 ｍ 100

ポンプ場（汚水） 87.5

ポンプ場（雨水） 80.0

処理場 100

調整池 1001 箇所

供　　　用

約 10,180 ha

約 6,060 ha

5 箇所

排
水
区
域

下
水
管
渠

10 箇所

約 9,760 ha

5 箇所

8 箇所

整備率（%）名　　　称 区　　　分

8 箇所

大分公共下水道

計　　　画

1 箇所

7 箇所

そ
の
他
の
施
設

約 6,090 ha

 

 

国土交通省 
「甦る水 100 選」受賞[平成 12 年 9 月] 

『ﾌﾚｯｼｭｱｯﾌﾟ府内城』 
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●公共下水道 

１）汚水整備事業 

本市の下水道処理人口普及率は、令和 5 年度末で 70.2%に達しております。全体計画区域面積

は、現在市街化区域を中心に 10,330ha（一部市街化調整区域を含む）となっており、人口密度や

公共桝の接続希望など総合的に判断して、効率的な汚水整備を進めているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）雨水整備事業 

本市では、浸水被害の軽減を図るため、雨水整備も並行して行っています。 

しかしながら市内には、近年の豪雨により被害に見舞われているところが残っている状況です。

そのため、早急な対策を行うこととしています。 

 令和 5 年 3 月には、片島雨水排水ポンプ場の供用を開始しており、雨水排水路の整備・雨水排

水ポンプ場の建設・災害対策ポンプの設置・災害対応組織の編成などハードとソフト両面から対

策を進めています。 

また、公共下水道事業と連携し、雨水の流出抑制及び雨水の有効活用を目的とした雨水貯留施

設設置補助金事業を実施しています。建物の屋根に降った雨水を貯留施設に溜めることにより、

庭木への散水や打ち水、災害時の防火用水や非常用水などに利用することができます。 

 

 

  

  

  

 

 

 

◇汚水管渠布設工事◇ 

 ◇雨水管渠布設工事◇ ◇浸水被害対応状況◇ ◇皆春雨水排水ポンプ場◇ ◇片島雨水排水ポンプ場◇ 

 

 

■汚水整備事業の進捗状況 (令和6年3月末現在)

住民基本台帳人口(人) 処理人口(人) 普及率（％）

473,101 332,020 70.2

普及率：処理人口／住民基本台帳人口
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●処理施設の状況 

各家庭の汚水は、汚水管渠を通り※水資源再生センターへと流れて行きます。本市では、1

日平均 112,339 立方メートル（令和 5 年度実績）の汚水が排出されています。市内を 5 処理

区に分割する中、海岸部に 3 ヶ所・内陸部に 2 ヶ所の計 5 箇所の水資源再生センターがあり

ます。 

また、水資源再生センターの維持管理については、平成 14 年度から全国に先駆け包括的民

間委託を実施しているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇弁天水資源再生センター◇ ◇南部汚水中継ポンプ場◇ 

■水資源再生センター一覧 (令和6年3月末現在)

施　設　名 供 用 開 始

弁天水資源再生センター 大分市弁天4丁目1番1号 61,727 昭 和 52 ． 10 ． 1

宮崎水資源再生センター 大分市大字宮崎35番地 34,810 昭 和 48 ． 12 ． 1

原川水資源再生センター 大分市向原沖3丁目1番31号 34,092 昭 和 44 ． 9 ． 1

大在水資源再生センター 大分市大字志村2500番地の1 52,498 平 成 2 ． 4 ． 1

松岡水資源再生センター 大分市大字松岡1878番地の1 18,402 平 成 4 ． 4 ． 1

※平成23年3月1日より終末処理場から水資源再生センターへ施設名称を変更しました。

所　　在　　地

57,468 （設計HRT=7.5の時）

45,120 （設計HRT=8.0の時）

46,964 （設計HRT=2.5の時）

15,354 （設計HRT=8.0の時）

13,938 （設計HRT=8.0の時）

現有能力（m3/日）敷地面積（㎡）
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≪ ごみ焼却場 ≫ 

 人口の増加や、市民生活の向上などにより、増え続けるごみに対処するために、佐野地区に大

分市東部清掃センターを、平成 13年 12 月 11日に計画決定し、衛生的、効率的なごみ処理を図っ

てきましたが、稼働から長期間が経過し、設備の故障による施設整備が増加するなど、ごみの適

正処理に支障を及ぼすことが懸念され、新たな一般廃棄物処理施設の整備を進める必要が生じた

ことから令和 5 年 8 月 28 日に新環境センターを計画決定しました。 

■ごみ焼却場 (令和6年3月末現在)

面積（㎡） 能力 面積（㎡） 能力

大分市東部清掃センター 大字佐野、大字丹川 115,500 387ｔ／日 115,500 387ｔ／日 100

新環境センター 大字上戸次 254,500
可燃物690ｔ／日

再資源化59.4ｔ／日

供　　　用
整備率（%）位　　　置名　　　称

計　　　画

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 病院 ≫ 

 基幹総合病院として、高齢化社会の波や、高度化・多様化していく医療ニーズに対応し、医療

水準の向上と医療サービスの充実を図るために、大分県立大分病院を都市計画決定しています。 

 本市においては、昭和 31 年 2 月 7 日に高砂町に計画決定しましたが、豊饒に新築・移転したこ

とに伴い、平成 5 年 7月 16 日に位置及び区域の変更を行いました。 

 さらに、令和 2 年度に開設した「大分県立病院精神医療センター」の建設に伴い、平成 29 年 7

月 31 日に区域の変更を行っています。 

■病院 (令和6年3月末現在）

整備率（%）

大分県立大分病院 大字豊饒、大字畑中 45,700 45,700 100

名　　称 位　　置 計画面積(㎡) 供用面積(㎡)

 

 

 

 

 

 

◇大分県立大分病院◇ 

◇東部清掃センター（佐野清掃センター）◇ ◇新環境センター イメージ図◇ 
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≪ 市場 ≫ 

 市民の日常生活に直結し、欠くことのできない新鮮な青果物・水産物を常に適正な価格で供給

するため大分市公設地方卸売市場を都市計画決定しています。 

■市場 (令和6年3月末現在)

面　積（㎡） 能　力 面　積（㎡） 能　力

大分市公設地方卸売市場 豊海３丁目、４丁目 90,000 405ｔ／日 90,000 405ｔ／日 100

整備率（%）位　　　置名　　　称
計　　　画 供　　　用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 一団地の住宅施設 ≫ 

 都市の総合的な土地計画利用に基づき、良好な居住環境を有する住宅地を確保するために、原

則として住居系の用途地域において、住宅の集団的建設と関連施設の整備を図り、公益的な住宅

供給と市民の居住水準の向上を図ることを目的として、大園団地を昭和 52 年 11 月 5 日に計画決

定しています。 

 

■一団地の住宅施設 (令和6年3月末現在）

面積（ｈａ） 内容（戸） 面積（ｈａ） 内容（戸）

大園一団地の住宅施設 1.8 160 1.8 156 100

計　　　画 供　　　　用
名　　称 整備率（%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇大園団地◇ 

 

◇大分市公設地方卸売市場◇ 
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≪ 火葬場 ≫ 

 市民の福祉と公衆衛生の向上を図るために、大分市葬斎場を計画決定しています。 

 本市では、これまで鶴崎、東部、大在の 3つの火葬場を使用してきましたが、各施設とも狭あ

いなうえ老朽化したため、これに代わる施設として、昭和 62 年 10 月 10日に竹中に新しい葬斎場

が完成し、稼動に至ったため旧 3火葬場を廃止しました。 

 

■火葬場 (令和6年3月末現在)

面　積（㎡） 能　力 面　積（㎡） 能　力

大分市葬斎場 大字竹中 123,500 30体／日 123,500 30体／日 100

整備率（%）位　　　置名　　　称
供　　　用計　　　画

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇大分市葬斎場◇ 
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○ 土地区画整理事業は、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え

宅地の利用の増進を図る事業です。 

 

○ 公共施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土地を提供してもら

い（減歩）、この土地を道路・公園などの公共用地が増える分に充てる他、その一部を売却

し事業資金の一部に充てる事業です。 

（公共用地が増える分に充てるのが公共減歩、事業資金に充てるのが保留地減歩といいま

す。） 

 

○ 事業資金は、保留地処分金の他、公共側から支出される都市計画道路や公共施設等の整備

費（用地費用分を含む）に相当する資金から構成されます。 

これらの資金を財源に、公共施設の工事、宅地の整地、家屋の移転補償等が行われます。 

 

○ 地権者においては、土地区画整理事業後の宅地面積は従前に比べ小さくなるものの、都市

計画道路や公園等の公共施設が整備され、土地の区画が整うことにより、利用価値の高い

宅地が得られます。 

  

 

≪ 土地区画整理事業による効果 ≫    

 

 整理前の権利を保全しながら事業を行うため、長年地元で培われてきた地域のコミュニテ

ィがそのまま生かされます。 

 

 曲がりくねった道路やすれ違いが出来なかった道路が、安全で快適な道路に生まれ変わり

ます。 

 

 子供の遊び場や憩いの場として公園が確保されます。 

 

 地区内のすべての宅地が、道路に面し形の整った利用しやすいものとなり、境界も明確に

なります。 

 

 上・下水道やガスなどの供給処理施設を、一体的に整備することが出来ます。 

 

56



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○換   地 

 区画整理を施行する前の土地に見合った新しい土地を、従前の土地の位置、面積、環境、利用状況

などに応じて、地権者へ渡すことを換地といいます。 

○減   歩 

 地権者が、土地を少しずつ出し合うことを減歩といいます。 

○公 共 減 歩 

公園、道路等の公共用地に充てるための減歩を「公共減歩」といいます。 

○保留地減歩 

売却して事業費の一部をまかなうための土地（保留地）の減歩を、保留地減歩といいます。 

 

 

 

 

 

 

■ 整理前 

■ 整理後 

B さん 

A さん 
Eさん 

C さん D さん 

A さんの整

理前の宅地 

Aさんの宅地 減歩された宅地 

D さん C さん 

A さん 

Eさん B さん 

公 

園 

保
留
地 

公共減歩 

公共減歩 

保留地減歩 

換地 
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■土地区画整理事業の施行者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 土地区画整理事業の流れ ≫ 
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≪ 土地区画整理事業の概要 ≫ 

 

大分市のまちづくりにとって、土地区画整理事業は重要な役割を果たしてきま

した。都市計画に基づく道路・公園等の公共施設の整備改善や良好な住宅地の供

給に貢献しており、現在までに施行済 23地区  2,301.7haの整備が行われています。 

本市における土地区画整理事業は、戦災により荒廃した中心市街地の復興から

始まりました。復興計画で、大分駅北側  101.9haを昭和 21年 5月に区域決定し、昭

和 21年～ 48年にかけて事業を実施しました。続いて、これに隣接する舞鶴地区・

駄原地区と旧市街地の都市基盤整備を行い、本市の中心市街地の骨格が出来上が

りました。  

昭和 30年代に入り、戦後の経済成長が本格的に始まるとともに、昭和 38年 3月に

新産業都市建設に向けた隣接の 2市 3町 1村合併による新大分市が発足するなど、急

激な人口増加による宅地需用や公共施設の整備の必要性から臨海工業地帯の後背

地整備として土地区画整理事業の導入が図られました。これには、まず県施行に

よる原川地区・萩原地区、市施行による津留地区の整備が行われました。さらに、

昭和 40年代末から 50年代にかけて、大在・坂ノ市・三佐の各地区についても事業

着手し、臨海工業地帯の後背地における新市街地の造成を目的に整備が進められ

ました。  

一方、旧鶴崎市の中心部であった本町地区や北九州方面からの西の玄関口にあ

たる西大分地区などの密集市街地については、昭和 30年代末から 50年代にかけて

整備を行いました。また、宅地供給を目的とした新市街地整備として、組合施行

による佐野地区・賀来西地区や県施行による賀来地区、市施行による下郡地区が

昭和 50年代から平成 20年代にかけて、横尾地区が平成 2年度から令和 3年度にかけ

て整備されました。  

さらに、都市拠点の形成を目的とした玉沢・稙田新都心西部・稙田新都心中央

の 3地区が平成 10年代に組合施行により整備されました。  

また、平成 8年度から平成 28年度にかけて大分駅周辺総合整備事業として「大分

駅付近連続立体交差事業」「関連街路事業」とともに、「大分駅南土地区画整理事

業」に着手し、交通の円滑化、南北市街地の一体化が図られました。  

これにより、県都・中核市としてふさわしい都市構造を形成し、多様な都市機

能が集積した風格ある広域都心と自然・歴史など地域の特性を活かした魅力ある

地区拠点の形成を図るとともに、これらの拠点を中心に幹線道路の整備などによ

り地域間の連携を強化し、総合的かつ計画的な都市の骨格形成を推進しています。 
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■土地区画整理事業一覧                    (令和 6年 3月末現在 ) 

No 地区名  施行者  
施行面積

（ ha）  

施行期間

（年度）  

総事業費   

（千円）  

減歩率 (％ ) 
換地処分  

告示年月日  
公共  合算  

1 復  興  市長  101.9 S21～ S48 206,215 23.40 24.00 S39.10.7 

2 舞  鶴  市  21.4 S28～S48 49,100 11.71 11.71 S43. 3.23 

3 駄  原  市 50.3 S32～S50 259,000 20.36 20.64 S45.10.24 

4 本  町  市 44.3 S38～S57 1,897,203 19.00 22.44 S53. 4.15 

5 津  留  市 252.6 S38～H7 4,528,430 18.45 19.95 S55. 1.18 

6 西大分  市 32.1 S44～H2 4,224,297 3.98 3.98 S56. 2.27 

7 下  郡  市 95.5 S57～H27 22,721,660 20.73 23.95 H16. 2.27 

8 三  佐  市 69.4 S58～H27 16,293,844 15.44 23.92 H16. 3.12 

9 坂ノ市  市 214.5 S53～H29 51,856,005 19.38 24.09 H19. 6.15 

10 大分駅南  市 49.6 H8～R9 68,437,677 19.20  19.20 H28.11.11 

11 原  川  県 298.8 S37～H12 4,499,726 21.51 24.00 S51. 2.17 

12 萩  原  県 342.5 S43～H12 18,529,360 15.28 19.32 S61. 4.11 

13 大  在  県 468.5 S49～R4 49,688,357 21.10 23.80 H10. 3.27 

14 賀  来  県 50.7 S52～H8 3,488,300 22.99 23.98 S62. 3.25 

15 鶴崎市  組合 17.3 S35～S63 88,870 7.18 11.94 S63.10.18 

16 佐  野  組合 30.0 S52～S62 2,116,788 16.96 24.05 S60. 4.19 

17 玉  沢  組合 16.2 H11～H14 2,397,997 17.36 25.38 H13.12.20 

18 
稙 田 新 都 心

西 部  
組合 10.9 H13～H16 2,367,356 23.52 30.50 H15.10.31 

19 
明 野 中 心 部

第 一  
組合 10.4 H15～H17 640,922 1.46 3.57 H17. 9.29 

20 
稙 田 新 都 心

中 央  
組合 12.9 H16～H20 2,286,560 16.03 30.41 H20. 9. 5 

21 賀来西  組合 29.0 H13～H21 4,585,540 22.40 33.90 H20.10.10 

22 明治北  個人(共同) 0.8 H24～H26 118,880 8.84 64.76 H26. 5.21 

23 横  尾  市 82.1 H2～R8 19,272,000 21.68 25.15 R4. 1.28 

合計  2,301.7（ 23箇所）  280,554,087 

都市計画区域 36,105ha 

(区画整理施行割合  6.4%) 

市街化区域 11,288ha 

(区画整理施行割合 20.4%) 
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施 行 者     大分市 

都市計画決定   H 2. 4.24 

事業認可     H 2. 9.20 

施行面積      82.1ha 

施行期間（年度）  H 2～R 8 

総事業費（千円）19,272,000 

公共用地率 

 施 行 前      9.42% 

 施 行 後    29.05% 

公共減歩率          21.68% 

合算減歩率     25.15% 

換地処分公告年月日 R 4. 1.28 

 

当地区は、鶴崎市街地の南方約 4キロメートルにあり、乙津川上流左岸沿いに位置する区域です。 

地区周辺部において団地等の開発が活発であり、当地区も市街化に一層の拍車がかかることが予想さ

れ、このまま放置しているとスプロール化は進み、都市基盤整備の遅れにより快適な居住環境の形成が

図れない状態となることから、当事業に着手しました。 

当地区は、区域の約半分で文化財調査が必要であったことから、事業の進捗に大きく影響を与えてい

ました。 

 このような中、平成 13年 5月に地区南東部において重要文化財が発見されたことを契機に道路・

公園など公共施設の配置計画等を見直し、平成 18年 1月に事業計画変更の認可を受け、平成 18年度よ

りこの事業計画に基づき事業を進め、令和 3年度に完成しました。現在は、令和 4年 1月に換地処分の

公告を行い、清算業務を行っています。

横尾土地区画整理事業 
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 ≪ 事業の目的≫ 

 都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細分化された敷地の統

合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、街路等の公共施設の整備等を行うことにより、都市におけ

る土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ります。 

 

 ≪ 事業のしくみ≫ 

・ 敷地を共同化し、高度利用することにより、公共施設用地を生み出す。 

・ 従前の権利者の権利は、原則として等価で新しい再開発ビルの床に置き換えられる。（権利床） 

・ 高度利用で新たに生み出された床（保留床）を処分し事業費に充てる。 

 

 ≪ 事業の種類≫ 

・ 第一種市街地再開発事業＜権利変換方式＞ 

権利変換手続きにより、従前建物、土地所有者等の権利を再開発ビルの床に関する権利に原則として等価で変

換する。 

・ 第二種市街地再開発事業＜管理処分方式（用地買収方式）＞ 

公共性、緊急性が著しく高い事業で、一旦施行地区内の建物・土地等を施行者が買収又は収用し、買収又は収

用された者が希望すれば、その対償に代えて再開発ビルの床を与える。 

 

 ≪ 末広町一丁目地区第一種市街地再開発事業≫ 

 末広町一丁目地区はJR大分駅府内中央口広場に隣接し、多くの人が訪れる大分市の玄関口であり、本市のみ

ならず、県都、さらには東九州の拠点にふさわしい規模、質を兼ね備えた商業・業務都心を形成することが求

められている地区です。また、大分市都市計画マスタープランの中心市街地の方針では、駅北・商業業務都心

として、商業・業務の強化とともに都心居住機能の集積を図るための施策として、再開発事業の促進を掲げて

います。そこで、当該地区において、土地の合理的かつ、健全な高度利用を図り、都市環境の向上と活気ある

地区を形成するため、市街地再開発事業を決定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇位置図（航空写真）◇ 
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≪ 住環境整備事業によるまちづくりとは ≫ 

 

 

 

 

 

 

住環境整備事業の内容には主に以下のものがあげられます。  

安全安心なまちづくりのために         居住環境の向上のために 

・幹線道路の整備               ・生活道路の整備      

・防災施設等の整備              ・小広場の整備       

・歩行者空間の整備              ・地域コミュニティの維持･再生      

・基幹公園の整備             

 

≪ 住環境整備事業によるまちづくりの背景とは～時代の変化とまちづくり～ ≫ 

 

なぜ住環境整備事業によるまちづくりを行うのでしょうか。その背景として時代の変化によるまちづくりが

あげられます。 

 

 市民の自主的な行動のもとに、市民と行政がお互いを対等に認め合い、尊重し合いながら、対等の立場

で良きパートナーとして連携し、それぞれの発意、発案と責任においてまちづくりに取り組むこと（「協

働のまちづくり」といいます）が求められています。 

 

 市民の価値観や生活様式が多様化し、暮しやすいまちづくりに対するニーズが多様化するにつれ、画一

的な従来型ではなく個性あるまちづくりが求められています。 

 

 全く新しくまちをつくり変えるのではなく、現在のまちの良さを残しながら、問題点や課題を解決して

いく修復型（環境等への配慮）のまちづくりが求められています。 

 

 社会・経済情勢の変化による厳しい財政運営のなか、情報の共有化や事業の整備効果を評価しながら、

市民生活に直結する公共事業（まちづくり等）への効果的な投資が求められています。 

 

「まちの良さを残し、コミュニティを大切にしながら、整備による居住環境の向上を図る」そんな手法が住環

境整備事業です。 

 

 

「まちの良さを残し、コミュニティを大切にし

ながら、整備により居住環境の向上を図る」そ

んな手法が住環境整備事業です。 

・市民参加による協働のまちづくり 

・市民と行政の役割分担 

・修復型のまちづくり 

・環境へ配慮したまちづくり 

64



 

≪ 住環境整備事業は、どのように進められるのでしょうか？ ≫ 

 

① 意向調査・ヒアリング 

・市民の皆様から、まちづくりの要望やご意見をお聞きします。 

 

 

 

② 問題点・課題の抽出 

・ お聞きした要望やご意見から、「骨格整備」及び「ブロック整備」で解決すべき、問題点・課題

を抽出して整理します。 

 

＜骨格整備計画＞ 

行政が主導的な役割を果たす必要のある整備です。 

幹線道路・防災施設・基幹公園等 

まちづくりを必要とする地区全体で考える必要があります。 

＜ブロック整備計画＞ 

市民の皆様が主体的な役割を果たす整備です。 

生活道路・小規模な広場・公園等 

市民生活レベル（身近な課題）で考える必要があります。 

 

 

 

③ 整備計画（基本構想）の策定 

・市民のみなさんと協働で、問題の共有化や、提案整備の具体的効果、評価を行って、整備計画を作

成します。 

 

 

 

④ 事業計画「事業実施」の策定 

・整備計画に基づき、事業実施に向け整備の必要性や優先度等から整備の順位を定め、財政や関係機

関との協議を経て、住環境整備事業計画としてまとめます。 

 

 

 

まちづくり（住環境整備事業）の実施 
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≪ 大分市の住環境整備事業 ≫ 

 

 本市には、道路や公園などの公共施設が未整備のまま宅地化が進んだことで老朽化した建物が密集してい

る地区があり、地震による建物の倒壊や、火災時には延焼による大火が心配されています。 

住環境整備事業とは、このような地区において、消防車などの緊急車両がスムーズに入れ、延焼防止帯や避

難路にもなる防災道路の整備や、住環境の向上を目指した公共施設整備を行い、あわせて老朽住宅の建替えを

促すことで、災害に強く安全で快適な住環境を整備する事業です。 

近年、市民ニーズが多様化し、市民生活に直結する整備への効果的な投資が求められているなか、こうした

地区については、計画的な市街地の形成と地域住民のまちづくりに対する発意を十分に反映した居住環境の整

備を進めるため、対象地区の特性を生かし、住民との協働による住環境整備事業を推進する必要があります。 

このようなことから、都市基盤の未整備な地区や密集住宅地等における居住環境の整備・改善を図るため、

地域住民のまちづくりに対する発意と主体的な関わりや協力を得ながら、地域の特性に応じた事業制度の選

択・適用を行うと共に、規制・誘導を含む様々な手法を用いて住環境整備事業を推進します。 

現在、都市基盤の未整備な地区や密集住宅地等を対象として、浜町・芦崎・新川、三佐北、滝尾中部、細の

４地区（約 268ha）において、コミュニティや地区の特性を生かしながら、災害に強く、安全・安心・快適な

居住環境の形成に向け地域住民と協働で住環境整備事業を施行中です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇滝尾中部地区◇ ◇三佐北地区◇ 

◇浜町・芦崎・新川地区◇ ◇細地区◇ 
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まちにはさまざまな個性があり、それぞれの地区の良いところを守ったり、さらに良くしたり、また問題点

を改善したりする方法も地区ごとに違います。そんな皆さんが住み、働き、憩う、まちづくりの手法として、

まちづくりの主役である皆さんと大分市がお互いに協力しあってつくりあげるルールの一つとして、地区計画

制度があります。地区計画は、それぞれの地区の特性に応じて、良好な都市環境の形成を図るために必要な事

項を定める「地区レベルの都市計画」です。 

地区計画は、地区の目標将来像を示す「地区計画の目標」や「地区計画の方針」と、生活道路の配置や、建

築物の建て方のルールなどを具体的に定める「地区整備計画」で構成され、住民等の意見を反映して、街並み

などその地区独自のまちづくりのルールを、きめ細かく定めていきます。 

 

地
区
計
画

１．地区計画の目標
　　　どのような目標に向かってまちづくりを進めるかを定めます。

２．区域の整備、開発及び保全に関する方針
　　　土地利用の方針、地区施設の整備の方針、建築物等の整備の方針、そ
      の他当該地区の整備、開発及び保全に関する方針を定めます。

３．地区整備計画
　　　地区計画が定められた区域の全部又は一部について、地区計画の方針
      に従って、地区施設の配置や規模、建築物等に関する制限など具体的
      な内容に基づいた詳細な計画を定めます。

 

 

≪ 届出制度 ≫ 

 地区計画の届出制度とは、地区計画に定められたまちづくりのルールを守るため、みなさんが土地の区画形

質の変更を行なったり、建築物の建築や工作物の建設等の際、その設計内容などについて、大分市へ届出して

いただく制度です。  

本市では、令和6年3月時点で17地区を指定しています。届出が必要な行為をする場合は、工事に着工する

30日前までに届出（戸次地区は事前協議）が必要です。 
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■地区計画の適用例（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 

隣
地
境
界
線 

用途、容積率、建ぺい率、建築面

積、高さ、形態意匠、(軒の出、

勾配屋根、色彩等)の制限 

 

壁面の位置の制限 

(1m後退など) 

 

敷地面積の制限 

 

建築物の高さを決められる 

 

軒の出を決められる 

 

外壁・屋根の色彩を決められる 

 

ここは低い建物は建てら

れません。 

ここは住宅地なので工場

は建てられません。 

ここに高い建物は建てら

れません。 

この場所は商業地なので

１階はお店にしましょう。 

道路や公園予定地に建物

を建てるのは控えてくだ

さい。 
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■届出または事前協議が必要な地区（令和6年 3月時点） 

No 名  称 
面 積 

(ha) 

当初告示 

年 月 日 

最終告示 

年 月 日 
地 区 計 画 の 目 標 ( 概略 ) 

1 判 田 地 区 6.4 H5.4.30 R4.9.16 国 道 1 0 号 線 の 整 備 に 伴 う 沿 道 利 用 促 進 

2 戸 次 地 区 5.0 H5.4.30 R5.3.24 国 道 1 0 号 線 の 整 備 に 伴 う 沿 道 利 用 促 進 

3 大 分 駅 南 地 区 49.6 H13.1.10 H13.1.10 中 心 市 街 地 の 形 成 、 都 心 居 住 地 の 形 成 

4 戸 次 本 町 地 区 7.8 H13.4.26 H13.4.26 歴史的な街 なみ ｢ 在 町 ｣ の保全と住環 境の整備 

5 パークプレイス大分地区  14.1 H13.7.13 H30.8.17 商業機能の集積による都市型観光交流拠点の形成 

6 高 崎 山 海 岸 地 区 5.6 H14.3.15 H14.3.15 学習体験・観光の高次化、魅力ある拠点の形成 

7 明 野 中 心 部 地 区 13.6 H15.1.8 H18.12.22 ﾀｳﾝｾﾝﾀｰ機能の再構築による次世代型都市再生拠点の形成 

8 岡 地 区 84.4 H18.3.23 R3.3.26 産業間の連携、産業立地を牽引する複合産業拠点の形成 

9 大 分 流 通 業 務 地 区 85.5 H18.3.23 H30.8.17 流通業務施設の集積による、流通業務拠点の形成 

10 公 園 通 り 西 一 丁 目 地 区 12.1 H20.4.9 H20.4.9 ｺﾐｭﾆﾃｨｰｻｰﾋﾞｽ機能配置による｢ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾋﾞﾚｯｼﾞ｣の形成 

11 大 分 城 址 公 園 周 辺 地 区 33.8 H20.7.1 H20.7.1 
城址公園や目抜き通りにふさわしい調和のとれた街並み景観の

創出、都市型居住環境の維持・増進、歴史文化観光拠点の形成 

12 カームタウン木ノ上南地区  5.5 H22.3.30 H22.3.30 周辺自然環境の調和に配慮した、ゆとりある住環境の形成 

13 西 大 分 港 周 辺 地 区 21.8 H23.4.1 R4.3.18 港を中心とした街並み景観創出と港湾交流拠点の形成 

14 末 広 町 一 丁 目 地 区 0.6 R1.6.24 R1.6.24 
土地の高度利用及び都市環境の向上と都市機能の更新を図り、ゆ

とりとうるおいにあふれた魅力ある都市空間の形成 

15 東 原 二 丁 目 地 区 2.4 R1.8.29 R1.8.29 良好な景観や生活利便施設等を活かしたまちなみの創出 

16 田 ノ 浦 地 区 2.9 R2.12.25 R2.12.25 
西部海岸地区の魅力を高め、賑わいの創出と周遊を促進すること

で地域振興を図る 

17 金 谷 迫 地 区 7.0 R5.10.10 R5.10.10 
産業振興や雇用創出のため、交通環境の優位性を生かした物流施

設の立地を図る 

※届出書の提出先及び協議先は、都市計画課です。 

(３.大分駅南地区及び14.末広町一丁目地区の協議先は、まちなみ企画課になります。) 
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⑤  

⑦  

⑬  

⑫  

③  

④  

⑯  

【 地区計画箇所図  】 

⑨  

②  

⑰  

⑮  

⑥  

⑧  ⑭  

⑪  

①  

⑩  
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■届出が必要な行為 

行   為 内         容 

土地の区画形質の変更 道路・宅地の造成、駐車場やコートの整備などで、切土・盛土を行う場合 

建築物の建築又は        

工作物の建設 

建築物の新築や増改築、工作物の建設を行う場合 

※建築確認申請がいらない建築行為や工作物の建設、広告物の設置なども届出が必要です。 

(例)10㎡以内の増改築や小さなプレハブの倉庫、物置、袖看板や屋外に設置する広告物、

門や塀の建設等 

建築物等の用途変更 建築物等の用途の制限が定められている区域内で、用途の変更を行う場合 

建築物の形態又は        

意匠の変更 

建築物の屋根、外壁などの外から見える部分の形や材料、色などについて定められている

区域内で、これらの変更をする場合 

竹林の伐採 
樹林地、草地等の保全に関する制限が定められている土地の区域内にて、木や竹などを伐

採する場合 

 

●届出が不要な行為 

＊通常の管理行為、簡易な行為（仮設建築物など） 

＊開発行為の許可を要する行為等 

＊非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

＊都市計画事業又はこれに準ずるものとして行う行為で一定のもの  等 

 

 

 

       

  

       

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

         

   

 

申 請 の 審 査 

都市計画法、土地区画整

理法、屋外工作物等の許

可の申請 

 

建 築 確 認 申 請 

地区計画の適合通知 

（ 都 市 計 画 課 ） 

 

届 出 の 審 査 

（適合しない場合は、設計変更等

の指導、勧告） 

 

届  出 

（ 都 市 計 画 課 ） 

地 区 計 画 事 前 協 議 

（ 各 担 当 課 ） 

・土地の形質の変更 

・建築物の建築 

・工作物の建設 等 

確認済証交付 許       可 

申 請 の 審 査 

他法令による許可、届出等 地区計画 建築確認申請等 

■届出制度フロー 

工 事 着 手 
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開発許可制度は、都市の無秩序な市街化を防止し、健全で計画的な市街化を図り、健康で文化的な都市生活

及び機能的な都市活動を確保するために設けられた制度です。 

一定の面積以上の開発行為を行う場合には、あらかじめ市長の許可を受ける必要があります。このことを都

市計画法に基づく開発許可と言います。 

開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設をするために行う土地の区画形質の変更をいい

ます。 

■開発行為許可申請 

開 発 予 定 地 が 属 す る 区 域 許可が必要な規模 

都市計画区域 線引き区域 
市街化区域 1，000㎡以上 

市街化調整区域 規模に関わらず全て 

準 都 市 計 画 区 域 佐賀関地区の一部 3，000㎡以上 

都市計画区域外及び準都市計画区域外 
野津原地区、         

佐賀関地区の一部 
10，000㎡以上 

＊都市計画区域および準都市計画区域外で3，000㎡以上10,000㎡未満の敷地での開発行為を行う場合は開発行為確認申請が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇野津原地区◇                    ◇佐賀関地区◇ 

 

 

 

 

 

 

 

◇稙田地区◇ 
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■ 開発行為許可申請フロー                    ■ 開発行為確認申請フロー 

 

 

 

        

◎開発規模 5,000㎡以上              

◎市街化調整区域内                  

 

                     

                       

                                       

                             

            

                    

 

            

            

                                  

 

 

                                 

         

 

 

                                  

 

 

 

                                  

 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

開発計画事前審査 

開発行為事前協議 

開発行為許可申請 

各担当部局との協議 

(公共施設等管理者の同意) 

(公共施設等管理帰属協議) 

周辺地区への周知 

（開発計画の説明会等開催） 

工事着手届 

工事完了届 

工事完了検査 

工事検査済証交付 

開発行為計画事前協議 

開発行為確認申請 

各担当部局との協議 

(公共施設等管理者の同意) 

(公共施設等管理帰属協議) 

周辺地域への周知 

（開発計画の説明会開催

等） 

開発協定の締結 

工事完了届 

開発行為確認完了検査 

工事完了公告 

工事検査済証交付 

工事検査証交付 

開発行為確認完了

検査 

許  可 

確認通知 

工事着手届 
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建物を建築する際は、建築基準法に基づき工事着手の前に建築基準関係規定に適合する計画で

あるか確認申請書を提出し、建築主事等の確認を受ける必要があります。また、工事が完了した

ときは、完了検査を受け検査済証の交付を受けた後でなければ建物を使用することが出来ないこ

ととなっています。 

確認申請が必要な地域において建物を建てる場合は、必ず建築確認申請を行いましょう。 

 

■ 建築基準法による手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築確認 

確認申請受付 ･･ 建築計画が決まったら、市又は民間確認検査機関に申請書を提出して下さい。 

書 類 審 査  ･･ 建築主事又は民間確認検査機関が建築基準関係規定に適合するかどうかを審査します。 

確認済証発行 ･･ 建築基準関係規定に適合する場合「確認済証」が交付されます。 

工事着手 ･･ 建築確認済証の交付を受けた後でなければ、工事することができません。 

中間検査（対象建築物のみ） 

検査申請受付 ･･ 建築工事が所定の工程に達したら、市又は民間確認検査機関に申請書を提出して下さい。 

現 場 検 査  ･･ 市の担当者又は民間確認検査機関が建築基準関係規定に適合するかどうかを現場検査し 

ます。 

検査合格証発行 ･･ 建築基準関係規定に適合する場合「中間検査合格証」が交付され、次の工程に進みます。 

完了検査 

検査申請受付 ･･ 建築工事が完了したら、市又は民間確認検査機関に申請書を提出して下さい。 

現 場 検 査  ･･ 市の担当者又は民間確認検査機関が建築基準関係規定に適合するかどうかを現場検査し 

ます。 

検査合格証発行 ･･ 建築基準関係規定に適合する場合「検査済証」が交付されます。 

 

使用開始 ･･ 検査済証の交付後、建築物の使用ができます。 
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● 大分市住宅耐震化総合支援事業（耐震診断、耐震改修）  

昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅を対象に、耐震診断と耐震改修工事に係る費

用の一部を補助します。 

・耐震診断の補助額：診断に要した費用の１０／１０以内 

（上限７万５千円～１１万円・４区分) 

・耐震改修工事の補助額：改修工事に要した費用の２／３以内 （上限１００万円) 

：条件を満たせば、改修工事に要した費用の３／５以内      

                   （上限１２０万円) 

            ※段階的改修については、上限６０万円 

 

 

● 大分市木造住宅耐震シェルター等設置事業 

昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅（耐震診断の結果、構造評点が 1.0未満のも

のが対象）に、防災ベッド又は耐震シェルターを設置する場合、その費用の一部を補助します。 

  ・防災ベッド設置の補助額：設置に要した費用の２／３以内（上限２０万円） 

  ・耐震シェルター設置の補助額：設置に要した費用の２／３以内（上限３０万円） 

 

 

● 大分市木造店舗等耐震化促進事業（耐震診断、耐震改修） 

昭和５６年５月３１日以前に建築された木造建築物（店舗、事務所等）を対象に、耐震診断と

耐震改修工事に係る費用の一部を補助します。 

 ・耐震診断の補助額：診断に要した費用の１０／１０以内（上限９万円～１１万円・３区分） 

 ・耐震改修工事の補助額：改修工事に要した費用の２／３以内（上限１００万円） 

：条件を満たせば、改修工事に要した費用の３／５以内    

 （上限１２０万円) 

 

● 大分市アスベスト分析事業 

吹付けアスベスト等が施工されているおそれのある民間建築物のアスベスト分析に係る費用の

一部を補助します。 

  ・分析の補助額：分析に要した費用の１０/１０以内（上限２５万円） 

 

 

● 大分市アスベスト除去事業 

民間建築物に施工されている吹付アスベストの除却、封じ込め又は囲い込みの措置にかかる費

用の一部を補助します。 

・除去等の工事の補助額：除却等に要した費用の２/３以内（上限１２０万円） 
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● 大分市危険ブロック塀等除却事業 

道路に面しているブロック塀等で、高さが１メートル以上で、ひび割れ又は傾きが認められ、 

大分市が危険であると確認したものに対して除却に要する費用の一部を補助します。 

  ・除却工事の補助額：除却に要した費用の１/２以内（上限７万円） 

※高さ 1メートル未満であっても、倒壊した場合周囲に著しく影響を及ぼす恐れがある場合は補

助対象となる場合があります。 

 

 

● 大分市がけ地近接等危険住宅移転事業 

 土砂災害の被害から生命の安全を確保するために、がけ地に近接した危険住宅等の居住者に対

して、当該住宅の除去及び移転に要する費用の一部を補助します。 

 

 

● 大分市瓦屋根強風対策促進事業 

強風による住宅被害を軽減するため、令和３年１２月３１日以前に着工された瓦屋根の   

耐風診断と耐風改修（瓦屋根の全面葺き替え工事）に係る費用の一部を補助します。 

  ・耐風診断の補助額：診断に要した費用の２/３以内（上限２万１千円） 

  ・耐風改修の補助額：改修に要した費用の２３％以内（上限５５万２千円） 

 

 

● 大分市マンション耐震化促進事業 

 昭和５６年５月３１日以前に建築された区分所有のマンションを対象に、耐震診断に係る  

費用の一部を補助します。 

  ・耐震診断の補助額：診断に要した費用の２/３以内（上限３００万円） 

 

 

■ なお、各補助事業の詳細については担当課にお問い合わせください。 
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 本市は、大分川、大野川が潤す大分平野を中心に、北は別府湾、残る三方は高崎山、鎧ヶ岳、霊

山、九六位山などの山々に囲まれた豊かな自然を有し、古代から現代まで、東九州の要衝として

政治、経済、文化の中心的な役割を担ってきました。また近代以降、鉄道・道路網・港湾等が整備

され、新産業都市の指定による多くの企業の進出に伴い、産業や人々の生活による土地利用もな

されています。 

このように本市の景観は豊かな自然や歴史的な歩み、土地利用により形成されており、また地

域ごとに特色ある様々な景観を有しております。 

本市においては、平成 18年に策定した「大分市景観計画」を、地域ごとの特色ある景観形成を

より推進・保全していくため、令和 2年 6月に改定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然、歴史、文化、暮らしが調和する 

おおいたの豊かな「景観」を紡ぎ未来へ 
市民共有の財産である「豊かな景観」を 

市民自らが考え、まもり、つくり、はぐくみ、魅力を高めていく 
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≪大分市の景観特性≫ 

  

 

  

 

 
①海と山に囲まれた

雄大で豊かな 

自然景観 

 

③大分の産業や 

生活の土地利用 

による景観 

 
地形・自然条件からつ
くられる海、山、河川
等をベースに都市形成
の結果としてある土地
利用等の景観 
 

地形・自然条件からつ
くられる海、山、河川
等を背景とした景観 
 

 
大分市の景観 

大分市の景観は、上記
の①～③が重なり形成
されているととらえる
ことができます。 

 

古代から営まれてきた
都市形成の過程で積み
重ねられてきた（又は
失われてしまった）景
観 

②大分の歴史・文化

の営みを感じる 

景観 
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■市全体の良好な景観形成に向けた基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観計画区域 

市域全域を景観形成の対象としつつ、各地域

の特性に応じたきめ細やかな景観づくりを

達成するために、大分市全域を景観計画区域

とします。 

 

 

 

 

■景観エリア区分 

市域の市街化の状況、都市計画の指定状況、自然条件の特性等により 10のエリアに分類し、各地

域の特性に応じた景観形成を行うため、市域を景観特性に応じたエリアに区分し、そのエリアご

とに景観形成を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

 

   

  

大分市全域が 

景観計画区域 
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■良好な景観のための行為の制限に関する事項 

 

届出対象行為 

規制対象行為 主なもの 届出対象とする範囲 

建築物の建築等 

・建築物の新築､増築、改築又は移

転、外観を変更することとなる

修繕又は模様替えもしくは色彩

の変更 

・市街化区域における建築行為で高さ 20ｍ以上又は延床面

積 3,000㎡以上 

・市街化区域以外の区域における建築行為で高さ 10ｍ以上

又は延床面積 500㎡以上 

・「沿道景観美化地区」で、高さが 13ｍ以上又は建築面積

500㎡以上                  

工

作

物

の

建

設

等  

建造物 

・塔状工作物（煙突、鉄柱、木柱、

電柱、物見塔、記念塔、高架水槽

など） 

・遊戯施設（コースター、観覧車な

ど） 

・コンクリートプラントや石油・ガ

ス・穀物・飼料を貯蔵する施設、

ごみ処理施設など 

・塔状の工作物で、高さ 15m以上 

・遊戯施設などで、高さ 10m以上又は築造面積 500㎡以上 

・製造施設・貯蔵施設・処理施設などで、高さ 10m以上又は

築造面積 500㎡以上 

・沿道景観美化地区は、13ｍ以上 

構造物 

・ダム、砂防ダム、水門、防波堤、

護岸、桟橋、落石防護柵、遮音壁

など 

・擁壁などで高さ 5m以上 

・橋・トンネル・堤防などで長さ 20m以上、又は高さ

5m以上 

再生可能 

エネルギー 

・風力発電施設 

・太陽光発電施設 

・風力発電施設で高さ 10ｍ以上 

・太陽光発電施設で高低差 10ｍ以上、又は築造面積 500

㎡以上 

特定照明 
・建築物や工作物等のライトアッ

プ 

上記の届出対象となる規模を持つ建築物および工作物に対

し行われる、特定照明の新設・移設・改設および色彩等の

照明方式の変更 

屋外における 

物品の堆積 

・土石、廃棄物、再生資源などの堆

積 

・敷地内の合計が、堆積規模 500 ㎡以上又は堆積の高さ 4m

以上 

・沿道景観美化地区は、面積規模 100㎡以上又は堆積の高さ

2ｍ以上 

開発行為 
・住宅団地開発や商業施設開発な

ど 

・市街化区域内：     届出対象外 

・市街化調整区域内：   1,000㎡以上 

・非線引き都市計画区域内：3,000㎡以上 

・都市計画区域外：    3,000㎡以上 

土石類の採取 ・土や砂、岩石等の採取 ・採取面積 3,000㎡以上又は 5m以上の法面を生じるもの 

その他の土地の

形質の変更 

・道路整備に伴うものやグラウン

ド、駐車場等 
・変更面積 3,000㎡以上又は 5m以上の法面を生じるもの 

木竹の伐採 ・樹林の伐採など ・皆伐によって行われる木竹の伐採 

80



 

届出手続きの流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然公園地区や風致地区な

どの許可や届出が必要な地域

は景観法による届出が必要あ

りません 

なお、行為の種類によって異

なりますのでご注意ください。 

届出が必要な行為の計画 

事前協議 
※景観形成基準に適合した内容で 

 あれば、事前協議完了書を発行 

景観計画区域内行為届出書の提出（提出部数２部） 

※行為着手の 30日前までに届出が必要です。 

（原則、景観法では、届出が受理された日から 30日を経過しなければ当該行為に着

手することができません。） 

行為届出書の受理（必要書類等の要件を満たせば受理となります。） 

届出の審査 

 
特定届出行為 

・ 建築物 
・ 工作物 

特定届出行為以外 
・ 開発行為 
・ 特定照明 
・ 屋外における物品の堆積 
・ 土石類の採取 
・ その他土地の形質の変更 
・ 木竹の伐採 

届出の閲覧（２週間） ・届出た内容について一般の閲覧に供します。 

公 表 

再協議 

適 合 

不適合 

従わない場合 

届出の受理より 

30日以内 

勧 告 
審査適合 
通知書 

届出の受理より 
90日以内 

変更命令 

罰 則 

建築、工作物、開発行為などの届出を行った行為の着手 

完了届の提出（提出部数２部） 

（行為が完了しましたら速やかに大分市長に完了届を必ず提出してください） 

完了届の受理 
 ※必要に応じて現地確認を行います 

30日 
※事前協議が完了

していれば、手続

きの短縮化、簡素

化が可能 

計画地周辺の景観に対す

る配慮等を記載した景観

形成状況説明書を添付し

てください。 
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■重点地区 

重点的に景観形成に向けた取り組みを行う、景観上重要かつ象徴的・代表的な地区を「重点地区」

として設定します。 

（おおいた都心地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（西大分湾岸周辺地区）              
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■重要地区 

市内の他にはない特徴的な景観特性を持つ景観形成上重要な地区を「重要地区」として設定

し、地域特性に即した景観形成に努めます。 

 

（高田輪中地区）         （佐賀関港・佐賀関漁港周辺地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

   

                           （戸次本町地区） 

 

 

 

（今市石畳・棚田・ななせダム地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ななせダムエリア 

今市石畳エリア 

棚田エリア 
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■特徴ある景観を有する地区 

地域に根付く歴史・文化や自然、都市活動、生活によって形成された景観を有する地区 

○豊後国分寺地区 

○鶴崎地区 

〇豊予海峡眺望地区 

○郊外住宅団地地区 

○臨海工業地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■屋外広告物に関する基本方針 

景観を構成するものの中に屋外広告物があります。屋外広告物は、わたしたちに必要な情報を

伝えるだけでなく、街に活気や個性を与えるなど街の表情の一部になっています。 

しかし、広告物の無秩序な掲出や、適正な維持管理が行われないと、その周辺の景観を損なっ

てしまう要因となることから、屋外広告物に関する基本方針を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本方針 

 

① 良好な自然景観を背景とする地域においては、海、山、川等の自然や地形等、自然景観を形成す

る要素との調和に十分配慮した屋外広告物の表示・掲出を図ります。 

② 見晴らしの良い視点場や幹線道路や鉄道の車窓からの眺めなど、広域的な眺望と調和するととも

に良好な眺望を阻害しないよう配慮した屋外広告物の表示・掲出を図ります。 

③ 地域のランドマークなる歴史的建造物や歴史的な町並みなどの周辺では、そのシンボル性や歴史

的雰囲気に配慮した屋外広告物の表示・掲出を図ります。 

④ 中心市街地や沿道型の商業集積地区においては、大規模で過剰な広告物でなく中心市街地の風格

づくりや美しい沿道景観の形成に寄与する屋外広告物の表示・掲出を誘導します。 

⑤ 住宅地や伝統的な農漁村集落など、身近な生活環境での落ち着いた町並み等を保全・形成するた

め、住宅地等と調和した屋外広告物の表示・掲出を図ります。 

⑥ 良好な景観を保全するため、周囲の景観との調和を図ることが特に必要な地区は、大分市屋外広

告物条例特別規制地区等を定め、地区の景観に即した屋外広告物の表示・掲出を図ります。 

⑦ 周囲の景観に大きな影響を与えないよう、表示面積は必要最小限とし、数・設置位置は集約化を

図ります。 

⑧ 奇抜な色彩や多色使いによる派手なデザイン、蛍光色や反射材の使用は避けます。 

⑨ デジタルサイネージは周辺の環境に配慮し、輝度を抑えることや、急激な色の反転等は避けます。 
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■総合的な景観形成への取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良好な景観を「考える」、「まもる・つくる」、「はぐくむ」 

「考える」良好な景観について「考える」ためには、地域の過去・未来を思い、身近な景

観に関心を持つことが大切です。 

「まもる・つくる」良好な景観を「まもる・つくる」ためには、まち並みや自然景観、景

観資源の保全活用等に配慮した建築等の行為や活動、それらへの行政支援や行政施策等

が大切です。 

「はぐくむ」良好な景観を「はぐくむ」ためには、身近な景観に愛着と誇りを持ち、景観

まちづくりを効果的に行うための活動や支援や施策等を行うことが大切です。 

（１）良好な景観を「考える」ための取組 

 

① 景観を知り、気づき、触れる機会の創出 

② 景観を良くする参加・体感機会の創出 

③ 景観を考え、議論する場づくり 

 

（２）良好な景観を「まもる・つくる」ための取組 

 

① 事業者による景観づくりの促進 

② 市民による景観づくりの促進 

③ 地域の景観形成に向けたルールづくり 

④ 専門家の活用による景観形成 

⑤ 他制度・他事業との連携 

⑥ 景観資源の保全・活用 

⑦ 夜間景観の検討 

 

（３）良好な景観と担い手を「はぐくむ」ための取組 

 

① よいものを共有し、広げる 

② 景観形成の担い手づくり 

③ 景観形成基準の明確化 

④ 事前協議の充実化 

⑤ 景観まちづくりガイドブックの作成 
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都市景観を形成するものの中に屋外広告物があります。屋外広告物は、私たちに必要な情報を

伝えるだけでなく、街に活気や個性を与えるなど街の表情の一部になっています。 

 しかし、広告物を無秩序に掲出したり、適正な維持管理が行われないと、その周辺の景観を損

なうばかりでなく、落下・倒壊による危険や交通安全上の問題も発生します。 

 このため、本市では「屋外広告物法」に基づいた「大分市屋外広告物条例」を平成 8年 12月 18

日に制定し、市内のそれぞれの地域特性に配慮しながら、安全で美しいまちづくりをめざしてい

ます。 

 

≪ 屋外広告物とは ≫ 

 屋外広告物は、屋外の看板やはり紙などで常時または一定の期間継続して、公衆に対して表示

されるもので、営利・非営利なものかどうかは問いません。 

 具体的には、はり紙・はり札、立看板、広告旗、自立広告物、突出広告、懸垂幕・横断幕、電柱

広告物、イルミネーション、ネオンサイン、アーチ、電光ニュース等をいいます。また、絵や写真

等も広告物となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

■禁止広告物 

○ 著しく汚染し、退色し、又は塗料等のはく離したもの 

○ 著しく破損し、又は老朽化したもの 

○ 倒壊又は落下のおそれがあるもの 

○ 信号機又は道路標識等に類似し、又はこれらの効用を妨げるおそれのあるもの 

○ 道路交通の安全を阻害するおそれのあるもの 
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■広告物を表示してはならない物件 

○ 橋、トンネル、高架構造物、植樹帯及び分離帯 

○ 石垣及び擁壁の類 

○ 街路樹、路傍樹及びその支柱 

○ 信号機（制御機その他の付帯設備を含む）、道路標識、歩道柵、ガードレール、カーブミラー、駒止めの類

及び里程標の類 

○ 電柱、街灯柱その他電柱の類で、市長が指定するもの 

○ 消火栓、火災報知機及び火の見やぐら 

○ 郵便差出箱、信書便差出箱及び電話ボックス 

○ 送電塔、変電塔、送受信塔及び照明塔 

○ 煙突及びガスタンク、水道タンクその他タンクの類 

○ 銅像、神仏像及び記念碑の類 

○ 景観法第 19 条第 1 項の規定により指定された景観重要建造物及び同法第 28 条第 1 項の規定により指定さ

れた景観重要樹木 

○ 上記に掲げるものの他、市長が特に指定する物件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■禁止地域 

○ 都市計画法により定められた第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用

地域、第 2 種中高層住居専用地域、景観地区、風致地区、特別緑地保全地区、緑地保全地域、生産緑地地

区（これらの区域うち市長が指定する区域を除く） 

○ 文化財保護法の規定により指定された建造物及びその周辺で市長が指定する地域等 

○ 大分県文化財保護条例の規定により指定された建造物及びその敷地等 

○ 大分市文化財保護条例の規定により指定された建造物及びその敷地等 

○ 森林法の規定により指定された保安林のある地域 

○ 都市公園法に規定する都市公園及び社会資本整備重点計画法施行令に規定する公園又は緑地 

○ 高速自動車国道及び自動車専用道路の全区間、道路の市長が指定する区間並びに鉄道等の市長が指定する区間 

○ 道路及び鉄道等に接続する地域で、市長が指定する区域 

〈道路上の違反屋外広告物の例〉 

ガードレールの旗 電柱などの 

はり紙・立看板など 街路樹の旗、はり紙など 

の
ぼ
り
旗(

台
含
む) 

立
看
板(

台
含
む) 
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○ 河川、湖沼、海浜、山及びこれらの付近の地域で、市長が指定する区域 

○ 港湾、駅前広場及びこれらの付近の地域で、市長が指定する区域 

○ 官公署、学校、図書館、公会堂、公民館、体育館及び公衆便所の建造物並びにその敷地 

○ 博物館及び美術館の建造物並びにその敷地で、規則で定める基準に適合するもの 

○ 古墳、墓地並びに火葬場の建造物及びその敷地 

○ 上記に掲げるもののほか、市長が特に指定する地域又は場所 

※自己の事業所・営業所の敷地内に出される自己の事業・営業に関する広告物については、基準内であれ

ば、許可を受けて広告物を表示することができます。 

 

■第 1種許可地域 

○ 禁止地域以外の地域であって、都市計画法により定められた地域のうち、第 2 種住居地域、準住居地域、

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域（特定地域・特別規制地区及び戸次本町地

区地区計画地域を除く）の地域及び場所 

 

■第 2種許可地域 

○ 第１種許可地域、禁止地域、特定地域・特別規制地区以外の地域及び場所 

 

■特定地域・特別規制地区 

○ 大分城址公園周辺地区、大分駅南地区、鉄道高架沿線地域 

 

≪ 路上違反広告物除却推進員制度 ≫ 

 屋外広告物法並びに大分市屋外広告物条例の規定に 

よる、違反した広告物の除却について、法第 7条第 4 

項の規定により市長から違反広告物の除却する権限を 

受けた方を、大分市路上違反広告物除却推進員といい、 

2名以上の団体の構成員で、市長が行う違反広告物の 

除却に関する講習を受講されている市内に居住する 20 

歳以上の方などが推進員となることができます。 

令和 6年 3月末現在の推進団体は 42団体、約 400名で 

あり、募集をさらに続けています。 

 

■活動内容 

○ 屋外広告物法第 7 条第 4 項に規定による対象物件であり、条例に明らかに違反して表示又

は、設置されている以下の広告物等を除却します。 

　　◆ はり札

　　◆ 広告旗（のぼり旗）

　　◆ 立看板

　　◆ はり紙

いずれも管理されずに放置されていることが明らかなとき

◇作業の様子◇ 
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■許可申請フロー 

＊大分市内に屋外広告物を掲出する場合には、市長の許可を受けなければなりません。 

（ただし、適用除外に該当するものは許可が要らないものがあります。） 

 

 

                         ・許可地域・禁止地域等の確認  

                            ・計画している広告物の設置場所や種類等が決定している場合 

                             には、条例・規則の基準に適合しているか等（図面協議） 

・施工業者（大分市に屋外広告業の登録を行っていること） 

                                                                            

                            ・申請書、位置図、図面等が必要 

                                      

         

                                      

                            ・許可地域・禁止地域や広告物の規格等の審査 

                            ・手数料等の金額の算出 

           

                                  

                            ・審査に適合した場合は、納付書を送付する。 

                            ※条例・規則の基準に適合しないものは許可ができないことか 

                             ら、納付書は送付しない 

                                  

 

                            ・手数料の納付確認後に許可書を交付する 

                                  

                              

                                

                            ・大分市に屋外広告業の登録を行っている業者が行うこと 

                                

                                

                               

                            ・屋外広告物工事完了届と、広告物完成後のカラー写真 

                             （全体が確認できるもの・許可証の貼付が確認できるも

の）が必要 
                                                        

 

 

                            ・許可後は、１ヶ月若しくは１年又は３年の更新となる 

                             

                             

                             

                            

許 可 書 交 付 

納 付 書 の 送 付 

審   査 

許 可 申 請 

事 前 相 談 等 

更   新 

工 事 完 了 届 

施 行 ・ 管 理 
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≪ 建築物における駐車施設の附置等に関する条例 ≫ 

 駐車場法の規定に基づき、地方公共団体は、条例で駐車場整備地区内又は商業地域若しくは近

隣商業地域内等において、延べ床面積が一定規模を超える建築物を新築、増築及び用途の変更を

しようとする者に対し、駐車施設を設けることを義務付けることができます。 

 本市においては、昭和 43年 12月 14日に条例を制定し、平成 12年 3月 28日に全部改正を行い、

駐車場利用状況を踏まえ令和 3年 4月 1日に一部改正を行いました。 

商業地域・近隣商業地域・周辺地区の 3 地域を対象としており、3 種類の建築物の用途により

基準を設けています。 

 

■対象となる地域

周　辺　地　区
市内中心部及び鶴崎周辺地区で、商業地域、近隣商業地域の交通輻輳の
影響が及んでいる、あるいは見込まれる地区として指定した地区

商　　業　　地　　域

近　　隣　　商　　業　　地　　域

 

 

 

 

 

 

■特 定 用 途・・・自動車の駐車需要を生じさせる程度の大きい用途（駐車場法施行令第 18条） 

       百貨店その他の店舗、事務所、病院、劇場、映画館、演芸場、観覧場、放送用 

スタジオ、公会堂、集会場、展示場、結婚式場、斎場、旅館、ホテル、料理店、 

飲食店、待合、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、バー、舞踏場、遊技場、

ボーリング場、体育館、卸売市場、倉庫および工場 

 

■非特定用途・・・特定用途以外の用途 

 

建築物の用途

商 業 地 域
近 隣 商 業 地 域

周 辺 地 区 附置義務台数算出式

特 定 用 途 1,000㎡を超えるもの 2,000㎡を超えるもの 延べ面積÷300

非 特 定 用 途 2,000㎡を超えるもの － 延べ面積÷450

混 合 用 途
特定部分の面積＋非特定部分の面積×1/2が

1,000㎡を超えるもの
特定用途部分の面積が2,000㎡を超えるもの

それぞれの用途別に
上記の式で算出し、合算する

■対象となる建築物と附置義務台数
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≪ 大分市自転車等の放置の防止等に関する条例 ≫ 

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律に基づき、地方公

共団体は、条例で商業地域、近隣商業地域、その他自転車等の駐車需要の著しい地域内において、

施設面積が一定規模を超える建築物を新築し、又は増築しようとする者に対し、自転車等駐車場

を設置することを義務付けることができます。 

本市においては、平成 19年 1月 1 日から条例を施行しました。 

商業地域・近隣商業地域・大分駅南地区地区計画の区域等を対象としており、8 種類の施設の

用途により基準を設けています。 

 

 

■対象となる地域

商　　　業　　　地　　　域

近　　隣　　商　　業　　地　　域

大 分 駅 南 地 区 地 区 計 画 の 区 域 , 等

 

 

■対象となる建築物と附置義務台数

区　　分 施　設　の　用　途
施　設　の　規　模
（　施　設　面　積　）

附置義務台数算出式

1 小売店舗、物品賃貸業を営む店舗及び飲食店 400㎡を超えるもの 施設面積÷20

2 銀行その他の金融機関 500㎡を超えるもの 施設面積÷25

3 遊技場（マージャン屋、パチンコ屋等） 300㎡を超えるもの 施設面積÷15

4
専修学校、各種学校その他技芸等の

教授を目的とする施設

（学習塾、料理教室等）

300㎡を超えるもの 施設面積÷15

5 スポーツ施設 500㎡を超えるもの 施設面積÷25

6
映画館、劇場、カラオケボックス

その他これらに類する施設
400㎡を超えるもの 施設面積÷20

7 病院、診療所その他これらに類する施設 400㎡を超えるもの 施設面積÷20

8 事務所 2,000㎡を超えるもの 施設面積÷100
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≪ 大分市特別用途地区建築条例 ≫ 

 特別用途地区ごとの特性にふさわしい土地利用の増進、環境保護などの目的を実現するため、

建築基準法第 49条第 1項の規定に基づき条例で建築物の建築の制限することができます。 

本市においては、平成 20年 5月 2日から条例を施行し、平成 27年 6月 24日に公布された「風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（以下、「風営法」という）の一部改正に伴い、

平成 28年 6月に規程の一部改正を行いました。 

特別用途地区として、大規模集客施設制限地区、特別業務地区、住環境保全地区の３種類の地

区指定を行い、地区ごとの基準を設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92



 

（特別用途地区指定図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 大分市特定用途制限地域建築条例 ≫ 

 本神崎準都市計画特定用途制限地域において、良好な環境の形成又は保持のため、居住環境や

自然環境に支障を生じさせるおそれのある建築物等の建築を制限する「大分市特定用途制限地域

建築条例」を平成 24年 9月 1日から施行しました。 

 ※風営法の一部改正に伴い、条例の一部改正（平成 28年 6月） 

建築条例の概要 

（建築物等の制限） 

条例により制限する建築物等は大きく分類して以下の 3種類になります。 

① 風俗営業法関連施設であるラブホテル、パチンコ・マージャン屋、キャバレー等を制限します。 

② 工場関係で騒音、振動、煤煙等で周辺の良好な居住環境に支障を生じさせるもの。また、火薬

等の製造・貯蔵などの危険物関連施設も制限します。 

③ 廃棄物処理施設である産業廃棄物処理施設、ごみ処理施設、廃油処理施設等を制限します。 

（既存不適格） 

条例施行の際、既存の建築物等又は工事 

中の建築物等については制限の緩和措置 

を設けます。 

（適用除外） 

市長が良好な環境を害するおそれがない 

と認め、又は公益上やむを得ないと認め 

て許可したものは制限の適用から除外さ 

れます。 

 

（特定用途制限地域指定図）  

準都市計画区域 

特定用途制限地域 
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≪ 大分市における集客施設の建築に関する指導要綱 ≫ 

 準工業地域の一部で、適切な土地利用を誘導し、かつ、良好な住環境の保全及び交通環境を維

持することを目的に指定地区内の建築物の建築の制限を行う要綱を制定し、平成 20年 5月 2日か

ら施行しました。 

指定地区内においては、劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は店舗、飲食店、展示場、遊

技場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類する用途で、その用途に供する部分（劇

場、映画館、演芸場若しくは観覧場の用途に供する部分にあっては、客席の部分に限る。）の床面

積の合計が 3 千平方メートルを超える建築物を建築し、又は用途変更をして新たにこれらの用途

に供することはできません。 
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≪ 第４期大分市中心市街地活性化基本計画 ≫ 

 本市の中心市街地は、府内城の築城による城下町の形成を契機としており、今日に至るまで本

市の政治・経済の中心としての長い歴史を有しております。 

現在の市街地は、戦災復興土地区画整理事業により形成されており、城下町の面影を色濃く残

す碁盤の目状となっておりますが、平成 8年に始まった大分駅周辺総合整備事業が平成 28年度に

完了したことにより、南北が一体となった新たな中心市街地が形成されました。 

また、平成 25年 7月のＪ:ＣＯＭホルトホール大分の開業に加え、平成 27年春にはＪＲおおい

たシティや大分県立美術館がオープンするなど、本市中心部は大きく変化しました。 

しかしながら、中心市街地人口の減少、少子高齢化への対応、人々のライフスタイルの変化、

頻発化・激甚化する自然災害への対応など、昨今、中心市街地を取り巻く状況は不確実化が進ん

でおります。 

このような中、中心市街地においては、住み、働く場としての多様な魅力を高めることが必要

あり、「県都にふさわしい中心市街地の魅力が伸展するまちづくり」の実現に向け、令和５年３月

１７日付けで内閣総理大臣に認定、令和６年８月２０日付けで変更されました第４期大分市中心

市街地活性化基本計画に基づき、中心市街地の活性化を推進しております。 

 

■テーマ 

 

『県都にふさわしい中心市街地の魅力が伸展するまちづくり』 

  ～住む人・訪れる人が幸せを感じる豊かで洗練されたまち～ 

 

■基本的な方針 

 

方針① 多種多様な人々で賑わう魅力あるまちなか商業拠点の形成 

方針② 多くの人々が行き交い、多様なサービスが受けられる空間の創出 

方針③ 住みたくなるまちなかの環境整備 

 

■基本計画の計画期間 

 

令和５年４月１日から令和１０年３月末までの 

５ヵ年間と設定しています。 

 

■中心市街地の位置・区域 

 

第４期中心市街地活性化区域は第２期計画・第３期 

計画区域と同じ区域（１５３ｈａ）を設定しています。 
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■活性化に向けた主な取組 

 

末広町一丁目地区第一種市街地再開発事業 

（内容） 

末広町一丁目地区内の土地の合理的かつ健全な高度利用を図ること

で、都心居住の促進、都市機能の更新、防災機能を向上させる、商業・

業務施設、共同住宅、駐車場等の整備を行う。 

 

 

■目標数値の設定 

 

基本的な方針 
中心市街地の 
活性化の目標 

目標指標 
基準値 
（R３年度） 

最新値 
（R５年度） 

目標値 
（R９年度） 

多種多様な人々で
賑わう魅力あるま
ちなか商業拠点の
形成 

目標①： 
伝統と革新の調和
によるまちなか商
業の活性化 

空き店舗率（％） 9.0％ 10.8％ 4.6％ 

多くの人々が行き
交い、多様なサー
ビスが受けられる
空間の創出 

目標②： 
魅力的な都市空
間の創出による 
回遊性の向上 

中心市街地の 
歩行者通行量 
（人/土日計） 

259,541 人 269,531 人 291,000 人 

住みたくなるまち
なかの環境整備 

目標③： 
まちなか居住の 
推進 

中心市街地の 
居住人口 
（人/年） 

21,048 人 21,243 人 22,800 人 
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≪ 駐輪場の整備 ≫ 

身近な交通手段である自転車は、近年その需要が高まっていますが、他方で駅周辺や歩道上等

に自転車等が放置されると、安全な歩行空間や良好な景観の確保に支障をきたすおそれがあるこ

とから、駐輪環境の向上を図り、放置自転車を防止するため、駐輪場整備に取り組んでいます。 

 

駐輪場名 場 所 規 模 構    造 

中央町地下駐輪場 中央町 
1002台 

（自 920 台、原 82 台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

若草公園地下駐輪場 中央町 
359台 

（自 293 台、小二 66 台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

竹町西駐輪場 中央町 
13台 

(自 13台) 
平面平置き（サイクルラック付） 

府内アクアパーク 

地下駐輪場 
府内町 

299台 

（自 261 台、小二 38 台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

大手公園駐輪場 府内町 
90台 

（自 81台、小二 9 台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

金池町駐輪場 金池町 
83 台 

(自 83台) 
平面平置き（サイクルラック付） 

府内五番街駐輪場 府内町 
51 台 

(自 51台) 
平面平置き（サイクルラック付） 

ライフパル駐輪場 府内町 
10 台 

(自 10台) 
平面平置き（サイクルラック付） 

祝祭の広場駐輪場 府内町 
91 台 

平面平置き（サイクルラック付） 
（自 87台、自二 4 台） 

府内町 1丁目駐輪場 府内町 
21 台 

(自 21台) 
平面平置き 

大分駅前東駐輪場 末広町 
35 台 

（原 35台） 
平面平置き 

大分駅高架下東 

駐輪場 
要町 

835 台 

（自 768 台、小二 59 台、自二 8台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

大分駅高架下西 

駐輪場 
要町 

757 台 

（自 679 台、小二 78 台） 
平面平置き（一部サイクルラック付） 

大分駅南口駐輪場 金池南 
551 台 

（自 478 台、原 73 台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

西大分駅駐輪場 西大分駅 
66 台 

（自 61台、原 5台） 
平面平置き 

牧駅駐輪場 牧駅 
320 台 

（自 300 台、原 20 台） 
平面平置き（一部サイクルラック付） 
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高城駅駐輪場 高城駅 
332台 

(自 332台) 
平面平置き（一部サイクルラック付） 

高城駅南駐輪場 高城駅 
219台 

（自 195 台、原 24 台） 
平面平置き（一部サイクルラック付） 

鶴崎駅駐輪場 鶴崎駅 
744台 

（自 696 台、原 48 台） 
平面平置き（一部サイクルラック付） 

大在駅駐輪場 大在駅 
624台 

(自 624台) 
平面平置き 

大在駅南駐輪場 大在駅 
102台 

（自 90台、原 12 台） 
平面平置き 

坂ノ市駅駐輪場 坂ノ市駅 
426台 

（自 406台、原 20台） 
平面平置き（サイクルラック付） 

敷戸駅駐輪場 敷戸駅 80台 平面平置き 

大分大学前駅駐輪場 大分大学前駅 150台 平面平置き 

賀来駅駐輪場 賀来駅 
135台 

（自 120台、原 15台） 
平面平置き（一部サイクルラック付） 

豊後国分駅駐輪場 豊後国分駅 
97台 

（自 79台、原 18台） 
平面平置き 

自＝自転車、原＝原動機付自転車（総排気量 50cc及び定格出力 0.6kwまで）、小二＝小型自動二輪車（総排気量 125cc及び定格出力 1kwまで）、 

自二＝自動二輪車（総排気量 125cc及び定格出力 1kW超） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇大分市中央町地下駐輪場入口◇ ◇大分市中央町地下駐輪場屋内◇ 

◇大分駅高架下東駐輪場◇ ◇大分駅高架下東駐輪場内◇ ◇府内町 1丁目駐輪場◇ 

◇祝祭の広場駐輪場◇ 
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≪ バイシクルフレンドリータウン～自転車が似合うまち～創造事業 ≫ 

自転車は、環境にやさしく、健康増進や渋滞緩和にも役立つ手軽で身近な交通手段です。大

分市では、自転車の利用環境の整備や放置自転車対策、ルール・マナーの啓発とあわせて、観

光や地域振興も視野に入れた、自転車を活かした特色あるまちづくり「バイシクルフレンドリ

ータウン創造事業」を推進しています。 

 自転車通行空間の整備をはじめ、シェアサイクル事業の実施、自転車マップの作成、自転車

イベントの開催など、様々な取り組みを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇自転車レーン◇            ◇自転車誘導サイン◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇シェアサイクル◇           ◇おおいた自転車マップ◇ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

◇OITAサイクルフェス◇        ◇お出かけ自転車マナーアップ教室◇ 
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≪ ふれあい交通運行事業 ≫ 

公共交通機関の利用が不便な地域に居住する方の買い 

物や通院など、日常生活における移動手段を確保するた 

め登録制・予約制の乗合タクシー「ふれあい交通」を運 

行しています。 

・対 象：最寄りの路線バス停留所から 500メートル 

以上離れている地域 

・運行区間：地域に最寄りの路線バス停留所まで 

・運 賃：1回 200円（小学生以下・長寿応援バス乗車証をお持ちの方は 100円） 

 

 

■令和 6年 4月時点 ふれあい交通運行ルート（8地域、32ルート） 

地域 ルート名 運行区間 地域 ルート名 運行区間 

大
分 

庄の原 庄の原～大石町二丁目バス停 

坂
ノ
市 

市尾 市尾上～坂の市バス停 

上白木 上白木～八幡小学校前バス停 屋山 屋山～坂の市バス停 

鶴
崎 

家島 家島～鶴崎バス停 延命寺 

 

延命寺～坂の市バス停 

葛木 葛木～森中村バス停 畑 佐野上～坂の市バス停 

堂園 堂園～鶴崎・関門バス停 一木 一木～浜入口バス停 

広内 広内～宮河内団地入口バス停 折立 東上野東部～坂の市小学校前バス停 

 

大
南 

赤仁田 百木～判田局前バス停 道尻 木田東部～坂の市小学校前バス停 

 
樫原 樫原～判田局前バス停 

佐
賀
関 

木佐上 木佐上～馬場・神崎中学校前バス停 

弓立 弓立・黒岩～戸次・判田局前バス停 大志生木 大志生木～大志生木バス停 

中野 中野～戸次バス停 大黒 大黒～佐賀関バス停 

端登 伊与床～戸次バス停 福水 福水～佐賀関バス停 

大内 大内～戸次バス停 

野
津
原 

摺 練ヶ迫～野津原公民館バス停～野津原支所 

稙
田 

旦野原 

美し野～川久保バス停 

 

 

朝海 沢田～野津原公民館バス停～野津原支所 

旦野原～寒田南町二丁目バス停 高沢 杵ヶ原～野津原公民館バス停～野津原支所 

大
在 

望みが丘 望みが丘～久保バス停 舟ヶ平 舟ヶ平～福成寺前バス停～野津原支所 

曙台 曙台～浜入口バス停 入蔵 入蔵～野津原バス停 

   上石合 上石合～野津原公民館バス停～野津原支所 
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≪ 市民緑地制度 ≫ 

 市民緑地は、都市緑地法に基づいた制度であり、都市内の緑が減少を続けていく中で、都市公

園の整備、公共施設の緑化等を進めるとともに都市内の緑地の大半を占める民有地の緑を市民と

共に守り確保していくため、一定期間住民の利用に供する緑地を設置・管理するものです。 

この市民緑地制度により、平成 17年 3月に大分市大字寒田の西寒多神社境内地を市民緑地とし

て定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇西寒多市民緑地◇ 

 

 

 

≪ 緑地協定 ≫ 

緑地協定は、都市における緑とオープンスペース 

を確保するため、住民自身による緑地の保全及び緑化 

の意思を大分市が都市緑地法に基づき認可するもので 

す。 

 

 

 

 

≪ 建築協定 ≫ 

建築協定は建築基準法の規定に基づき、住民の 

合意によって、住宅地としての環境等を維持・保全 

するために土地の所有者等が一定の区域を定め、 

その区域内における建築物の敷地、位置、構造、用 

途、形態、意匠又は建築設備に関する基準について 

の協定を締結するものです。 

大分市では、令和 6年 7月末時点で 19 箇所の建築 

協定区域が存在しています。 

 

 

◇パークプレイス大分緑地協定区域◇ 

◇パークプレイス大分建築協定区域◇ 
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≪ 一定面積以上の土地売買時の届出 ≫ 

 公有地の拡大の推進に関する法律（公拡法）では、地方公共団体等により、秩序あるまちづく

りが図られるよう、必要な公共用地を取得するために、法第 4条届出制度及び法第 5条申出制度

を設けています。 

１）土地を売るとき（第 4 条届出制度） 

土地を売るときは、都市計画区域内の一定規模以上の面積を有償譲渡しようとする場合には、

売主は事前に届出が必要になります。 

■面積要件 

都 市 計 画 区 域 

市街化区域 都市計画施設の区域内の土地等 

5,000㎡以上 100㎡以上 

 

２）土地を大分市に買取希望するとき（第 5条申出制度） 

一定の要件に該当する市内の土地で、土地所有者が地方公共団体等に対して土地の買取を希望

する場合には、「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、その旨を市長に申出することがで

きる制度があります。 

■面積要件 

都 市 計 画 区 域 内 

100㎡以上 

 

３）土地を買ったとき   

 国土利用計画法では、地価高騰を抑制するとともに、乱開発を防止し、適正かつ合理的な土地

利用を確保するために、土地取引について届出制を設けています。一定面積以上の土地を取引し

たときは買主は、契約を締結した日を含めて 2 週間以内に、市を経由して県知事に届出をする必

要があります。 

 また、国土利用計画法では、注視区域、監視区域、規制区域がありますが、現在、本市では区

域指定はされていません。 

■届出対象面積 

都市計画区域 

市街化区域 2,000㎡以上 

市街化調整区域 5,000㎡以上 

都市計画区域外 10,000㎡以上 

■届出が必要な土地売買等の取引 

・売買 ・交換 ・営業譲渡 ・譲渡担保 ・代物弁済 ・共有持分の譲渡 

・地上権、借地権の設定又は譲渡 ・予約完結権、買戻権等の譲渡 など 

   ※これらの取引の予約である場合も届出が必要です。 
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≪ 立地適正化計画に基づく届出 ≫ 

 居住推奨区域外における一定規模以上の住宅の建築等、都市機能誘導区域外における誘導施設

の建築等、または、都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止の際には届け出が必要になり

ます。 

１）住宅の建築等の届出（都市再生特別措置法第 88 条関係） 

 居住推奨区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、市長へ届出が必要です。 

開発行為 建築行為 

・3戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

・1戸または 2 戸の住宅の建築目的の開発行為で、そ

の規模が 1,000㎡以上のもの 

・3戸以上の住宅を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、または建築物の用途を変更して 3 戸

以上の住宅とする場合 

 

2）誘導施設の建築等の届出（都市再生特別措置法第 108条関係） 

 都市機能誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、市長への届出が必要です。

また、都市機能誘導区域内であっても、誘導施設の種類により届出が必要となります。 

開発行為 建築行為 

・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を

行おうとする場合 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とす

る場合 

 

3）誘導施設の休廃止に係る届出（都市再生特別措置法第 108 条の 2 関係） 

 都市機能誘導区域内で、当該都市機能誘導区域に係る誘導施設を休止または廃止しようとする

場合には、市長への届出が必要です。 

☆誘導施設の一覧表（ ● ：建築等の届出対象、 ○ ：休廃止の届出対象） 

誘導施設 都市機能誘導区域 
都
市
機
能 

誘
導
区
域
外 

大分類 小分類 

大分

都心 

拠点 

地区拠点 

鶴
崎 

南
部 

戸
次 

稙
田 

大
在 

坂
ノ
市 

明
野 

商業 
大規模商業施設（10,000㎡超） ○ ● ● ● ○ ● ● ○ ● 

大規模商業施設（1,000㎡超） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

商店街内店舗 ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

子育て支援 こどもルーム ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● 

福祉 社会福祉センター ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 

教育 大学、専修学校、各種学校 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 

文化・交流 
文化会館・ホール、博物館 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 

図書館 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 

地区公民館 ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ● 

行政 市役所 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 

支所 ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● 

交通 
主要な鉄道駅（都市機能誘導区域内の鉄道駅） ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ● ● 

バスターミナル ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 
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●居住推奨区域と都市機能誘導区域等の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：災害リスクの高い区域として「急傾斜地崩壊危険区域」「地すべり防止区域」「土砂災害特別警戒区域」「土
砂災害警戒区域」は居住推奨区域、都市機能誘導区域から除きます。最新の情報は、大分県のホームページ「土
砂災害危険箇所情報」をご参考にしていただき、詳細については、大分県土木事務所管理課へご確認ください。 
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